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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.1 

大項目 １．業務運営の効率化に関する事項に関する目標を達成するためとるべき措置 

中項目 （１）組織運営における機動性の向上 

小項目 途上国のニーズの多様化や我が国の開発援助政策の重点の変化に機動的に対応し得るよ

う在外事務所にできる限り権限を委譲する。また、在外公館や内外で活動するＮＧＯ、そ

の他の援助関係者とも連携を図ることで開発途上地域のニーズを的確に把握する。さら

に、組織内で責任の所在を明らかにするよう、役割分担を明確にすることで、迅速な意思

決定が可能となるよう組織運営を改善する。具体的には、 

●現地ＯＤＡタスクフォース等、現地におけるＯＤＡ実施のための連携体制に積極的に参

加する。 

●一定の体制を備えた在外事務所に対しては、現地の人員・機関を活用して実施する在外

主導型の調査・プロジェクトにかかる実施計画の決定や予算執行の権限等を委譲し、主

体的に行う業務の範囲を拡大する。 

●在外、国内機関の管理業務の効率化を図るため、本部からの支援を充実させる。 

●組織運営を改善し、意思決定の段階を少なくするとともに、現行の事業実施部門におけ

る縦割りの組織編成を柔軟化して再編成する。 

業務実績  組織運営における機動性の向上については、「ＪＩＣＡ改革プラン」のもと、１６年度

より本格化させる在外事務所の権限強化と実施能力の向上のための方策の策定や制度整

備を行い、また、本部に関しても１６年度より導入するチーム制及び事業部の改編のため、

人事・組織の規程の整備・改正などの体制整備を完了した。あわせて、５４カ国における

現地ＯＤＡタスクフォースへの積極的な参加を行うとともに、在外事務所・国内機関の経

理業務の効率化のための基盤整備を進めた。 

 

１．現地におけるＯＤＡ実施のための連携体制への積極的参加（指標：現地ＯＤＡタスクフォー

スへの参加状況） 

現地ＯＤＡタスクフォースは５４カ国に設置されており、機構は国別事業実施計画の策

定、援助重点分野毎の問題分析や先方政府・他ドナーの取組状況等（開発課題マトリック

ス）を踏まえた機構としての協力の目的や方向性の整理を通じ、各国の援助ニーズの把握

とマクロ分析、セクター分析等にかかる情報提供を行ったとともに、在外事務所員や派遣

専門家が主要開発課題や協力手法等について専門的知見を提供した。 

 

２．在外事務所への権限等の委譲 

（１）案件形成段階（指標：在外事務所主導で実施した案件発掘・形成支援のための事業の実績） 

 案件形成段階については、現地のリソースを活用した在外プロジェクト形成調査や特定

分野域内協力ワークショップ等を、これまでの事業形態毎の投入から新たにプログラム

（国毎の重要な開発課題）単位の投入に統合した上で積極的に推進し、平成１５年度通年

で機構全体としての案件発掘・形成事業３３９件のうち約４２％にあたる１４２件を在外
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事務所の主導により実施する結果となった。 

在外プロジェクト形成調査については、「インドネシア保健・医療分野支援」、「中国林

業人材養成ニーズ調査」、「ケニア・リプロダクティブ・ヘルス基礎調査」等を実施し、現

地のリソースを用いてプロジェクト形成及びそれに必要な情報収集を行った。 

 また、特定分野域内協力ワークショップについては、「メルコスール観光開発」、「ブラ

ジル中小企業振興・競争力強化」等を実施し、地域の有識者及び援助関係者を集めてワー

クショップを開催し、効果的、効率的な案件を形成するための討議と意見交換を行った。

（２）実施段階（指標：在外主導技術協力プロジェクト及び在外対応型フォローアップの実績） 

 実施段階については、主に在外主導技術協力プロジェクト及び在外対応型フォローアッ

プの推進に努めた。在外事務所が計画策定・実施運営を行う技術協力プロジェクトについ

ては、従来の取組を更に推し進め、１５年度下半期は、マレーシア「税務人材能力向上」、

エルサルバドル「耐震普及住宅の建築普及技術改善」等、合計３０件（通年４２件、１４

年度通年９件）を実施した。 

 また、在外対応型フォローアップについては、在外事務所長の権限強化や現地職員の活

用推進など、実施体制の強化に向けた取組を進め、１５年度下半期はカンボジア「地理情

報整備調査」、ブラジル「カンピーナス大学消火器病診断研究センター機材支援」等、１

２１件（通年１８６件、１４年度通年１１４件)を実施した。 

（３）評価段階（指標：在外事務所による案件別事後評価の実施国数） 

 評価段階については、協力終了後３年を経過したプロジェクトを対象に在外事務所が実

施する案件別事後評価の制度を平成１４年度に導入し、平成１５年度には１４カ国で実施

した（インドネシア、フィリピン、タイ、中華人民共和国、ネパール、スリランカ、メキ

シコ、アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、サウジアラビア、モロッコ、ケニア、マラ

ウイ）。これにより、制度を導入した国は合計２２カ国となった（新規実施国８カ国）。 

（４）予算執行権限（指標：在外事務所への予算執行権限の委譲状況（契約担当化する事務所数）） 

 これまで前渡資金会計を採っていた会計役機関のうち、２４機関を平成１６年４月１日

から新たに契約担当役化し、予算執行権限の拡大を図った（平成１５年１０月１日時点で

の契約担当役事務所は１２機関）。これにより、事業実施の迅速性の向上も期待できる。

また、事務所への予算配賦について、個別申請に代え、可能な限り年間一括で配賦するた

めの方策を策定した。 

（５）在外強化のための取り組み（指標：在外主導に向けた体制の整備状況） 

在外事務所の実施運営機能及び案件形成機能の強化、本部からのサポート体制の強化、

国内から在外への人員のシフトなど、在外強化のための具体的方策を検討した。また、平

成１６年度から在外主導の新たな業務の仕組みを導入する重点推進事務所（８カ国）と地

域支援事務所（６カ国）の候補事務所を決定し、それぞれの具体的機能について検討を進

めた。さらに、現場強化や人間の安全保障の推進等を盛り込んだ「ＪＩＣＡ改革プラン」

をまとめ平成１６年３月に発表した。 

 

３．在外・国内機関の管理業務の効率化 

（１）経理業務の効率化（指標：経理業務の合理化と支援体制の充実) 

 事業の種類ごとに細分化された予算科目を管理し易いよう整理し、それに伴う経理シス



 

テムの改善を行った。併せてシステム上での執行状況の確認機能の充実等にも取り組ん

だ。会計処理制度についても、決算レートの簡素化や年度末の経理処理の迅速化のための

精算方法の見直し等を行った。 

また、日常的な経理業務に関する照会事項への対応、月次報告書のチェックなどを通じ

在外・国内機関の経理事務を支援する専管部署「経理支援グループ」を設置することとし、

平成１６年度４月からの業務開始に向けた体制整備を行った。 

（２）在外事務所からの人材・機材の要望への対応（指標：在外からの人材・機材の要望に対応する

体制の整備状況）） 

 人材の派遣に関しては、コンサルタントについて、在外事務所が選定の各種プロセス（契

約請求、コンサルタント選定委員会、契約交渉）に主体的に参画できるようＩＴの活用を

前提とした詳細設計に取り組んだ。また、専門家についても、同様に、在外事務所が主体

的に人選手続きに関与することを前提とした新たな業務フローにかかる検討を進めた。 

 機材の調達に関しては、コスト、メンテナンス等の観点から、在外事務所が自ら現地調

達を行うことを基本とする方針を定め、そのために必要となる現地調達ガイドライン（案）

の作成、現地の企業情報等の整備調査（対象８カ国）の実施、現地調達手続き支援ソフト

の整備・配布などの取組を行った。 

  

４．意思決定の段階の削減・組織編成の見直し（指標：意思決定関与者数及び所要日数の減少） 

 組織運営の改善のため、「ＪＩＣＡ改革プラン」の一つである組織改編（平成１６年４

月）においてチーム制を導入し、従来の課長代理以上のポスト数を約１割削減するための

準備を行った（４月１日実施済み）。あわせて、同制度の下で、意思決定関与者数が減少

し、意思決定の迅速化が実現するよう、決裁合議先の簡略化・チーム長への権限委譲など

を含む決裁基準の見直しを実施した。また、従来は、分野別・協力スキーム別に事業を実

施していた８部を開発課題別の５部に改編し、開発課題を軸に総合的な取り組みが行える

ようにするための準備を行った。 

 

独立行政法人からの検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定

する。 

評定方法 

 ・現地ＯＤＡタスクフォースへの参加状況 

・在外事務所主導で実施した案件発掘・形成支援のための事業の実績 

・在外主導技術協力プロジェクト及び在外対応型フォローアップの実績 

・在外事務所による案件別事後評価の実施国数 

・在外事務所への予算執行権限の委譲状況（契約担当化する事務所数） 

・在外主導に向けた体制の整備状況 

・経理業務の合理化と支援体制の充実 

・在外からの人材・機材の要望に対応する体制の整備状況 

・意思決定関与者数及び所要日数の減少 

評価 評定 （評定の決定理由及び指摘事項等） 
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Ａ 

現地ＯＤＡタスクフォースへの積極的参加、実施の各段階における在外事

務所への権限委譲について成果が認められ、在外・国内機関の管理業務の効

率化や意思決定の段階の削減等についても体制整備が進められている。組織

運営・実施体制の改善に向けた措置は、全体として中期計画の実施に向け「順

調」な状況といえるので、１５年度に行った諸条件整備を踏まえた１６年度

以降の実績（効果）に期待する。 

今後は、組織運営・実施体制の整備によってもたらされる効果の具体的な

内容等について、一層明らかにすることを求めたい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.2 

大項目 ２．業務運営の効率化に関する事項に関する目標を達成するためとるべき措置 

中項目 （２）業務運営全体の効率化 

小項目 （イ）業務全体を通じて、情報化・電子化を進めつつ、効率的な業務運営の環境を確保す

る。また、事業が有機的かつ効率的になされるよう、必要に応じて在外事務所を含め

た事務処理のあり方を見直す。同時に、外部に委託した方が効率的であると考えられ

る事務については、外部委託を積極的に導入する。具体的には、 

●専門家派遣、研修員受入等の制度・手続きを精査し、迅速化を図る。 

●コンサルタント契約についての一連の手続きを精査し、迅速化を図る。 

●文書決裁など意思決定にかかる手続きの効率化や、内部及び外部連絡文書の事務手

続き等の合理化を通じ、文書事務の削減を行う。 

●事業実施にかかる事務について、適当なものについては、積極的に外部委託の導入

を図る。 

●一般競争入札を既に導入済みの国内に加え、現地商慣習の異なる在外においても、

複数業者から見積もりを取り、価格競争を原則とすること等により、機材の調達業

務の透明化・適正化に努める。 

●引き続きホームページを通じ公示、入札結果等の調達関連情報を迅速に公表し、透

明性の確保を図る。 

業務実績  業務運営全体の効率化の観点から、専門家派遣、研修員受入れ、コンサルタント契約な

どの各種制度・手続の迅速化のための検討を行い、１６年度からの実行に向けた体制整備

を行った。また、文書事務の削減について所要の見直しを進め、特に定型的な外部連絡文

書については下半期中に約１５％の削減を実現した。さらに、外部委託について来年度以

降に委託の対象とする業務の検討・抽出作業を行ったほか、調達業務について機材の現地

調達の価格競争性の促進や調達関連情報の迅速な公表のための取組を行った。 

 

１．専門家派遣、研修員受入れ等の制度・手続きの迅速化（指標：専門家派遣の手続き日数、研修

員受入れの手続き日数） 

 専門家派遣手続きについては、決裁の合議先を省略するなど手続き業務を見直し、平成

１６年度から１件当たりの派遣手続き日数を５日間短縮することにした。これにより派遣

期間が３０日未満の専門家では派遣手続きが２５日から２０日（２０％短縮）、派遣期間

３０日以上の専門家では３５日から３０日（１４％短縮）になる見込みである。 

 また、研修員受入れについては、平成１６年度より全集団研修コースの応募要項

（General Information：G.I）を電子データで作成・発送するための手続を整備した。平

成１５年度下半期、この電子データによる手続きを４コースにつき試行的に適用したとこ

ろ、応募要項作成から在外事務所が受理するまでの平均所要日数は平成１４年度実績（平

均）の２６日間から９.３日間に短縮（６４％の短縮）された。 
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２．コンサルタント契約の手続の迅速化、 

（１）公示から契約締結までの手続の迅速化（指標：１件当たりの公示から契約締結までに要する期間）

 公示から契約締結までの業務フローに関し、内部の選定委員会の開催やコンサルタント

の関心表明提出の時期を見直す案を取りまとめた。右案については平成１６年度の制度化

を予定しているが、これにより公示から契約締結までに要する日数が平成１４年度実績の

約７２日から約７日間（１０％）短縮する見込みである。 

 

（２）精算手続の迅速化（指標：１件当たりの精算手続きに要する期間） 

 精算手続に関し、コンサルタントに提出を求める現地調査費関連の証憑類やその確認方

法を見直し、平成１６年度中に新たな制度を導入するための準備を行った。これにより、

精算手続に要する日数が平成１４年度実績の約３７日から約４日間（１１％）短縮する見

込みである。 

 

３．文書事務の削減 

（１）決裁プロセスの効率化（指標：決裁プロセスの効率化状況） 

 文書決裁による意思決定プロセスの効率化のため、新組織体制に対応した文書決裁基準

の策定に際し、決裁区分の見直し、金額による決裁基準の導入等を行った。また、ワーク

フロー（電子決裁）の導入を検討するため、パッケージソフトの比較検討・試験的導入を

行った。 

（２）内部連絡文書の効率化（指標：内部連絡文書の効率化状況） 

 機構内の内部連絡文書の効率化に向けた方策の一環として、本部と在外・国内機関の間

の業務公電の電子化の方策を比較検討した。その結果、本部がファックスにより受信する

紙媒体の業務公電を電子的に変換処理し、参照する仕組みを平成１６年度前半に試行導入

する計画を策定した。 

 また、各種定例会議の議事録・資料及びセミナー等の報告を、電子メールにて配信する

データベースを構築し、試行運用した。 

（３）外部連絡文書の効率化（指標：外部連絡文書の効率化状況（定型的な外部連絡文書数）） 

 関係者と調整を行い、機構から発出している定型的な外部連絡文書約６０種のうち、調

査団員の派遣決定にかかる報告文書など、９種（全体の約１５％）の文書について、平成

１５年度第四半期から廃止した。これにより、一部の代表的文書に限定して試算した場合

でも機構全体で毎年約６４０件の文書の削減が見込まれる。 

 

４．外部委託の導入（指標：適切なものについての事務にかかる外部委託の実施） 

 外部委託に適した業務の要件を定義した上で抽出作業を行い、次の業務を外部委託の対

象に加える計画を策定し、その一部につき１５年度下半期中に実行に移した。 

 ・職員の給与計算事務（平成１６年度から実施予定） 

 ・(開発途上国に対する）寄贈品募集・輸送支援業務（平成１５年度下半期に実施） 

 ・国内機関における海外からの研修員等の宿泊予約業務（平成１６年度以降に実施予定）

 ・開発教育関連事務支援（平成１６年度から実施予定（一部の国内機関では平成１５年
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度から実施）） 

 ・国内機関における研修コース運営庶務（同上）  

 

５．機材の調達業務の透明化・適正化（指標：機材の現地調達における価格競争の推進の状況） 

 機材の現地調達における価格競争の促進を通じ、調達業務を更に透明化・適正化するた

め、８在外事務所において「現地の企業情報等整備調査」を実施し、競争に参入可能な企

業の情報を整備した。また、随意契約の方式の一つとして、従来の見積もり合わせに比べ、

より価格競争を重視した見積競争方式を導入し、各在外事務所において可能な範囲で活用

出来るよう制度整備を行った。 

 現地調達における契約ガイドラインである「現地調達ガイドライン」案を作成し、来年

度以降、各事務所において関連の内規を制定するための準備を整えた。 

 

６．調達関連情報の迅速な公表（指標：ホームページ掲載に要する期間及びホームページへの掲載状況） 

 調達契約（海外向け資機材、国内向け物品・役務等、コンサルタント等、提案型技術協

力）の公示情報はＪＩＣＡプラザ（機構の情報提供・情報公開の総合窓口）及びホームペ

ージにおいて掲載している。入札結果も終了次第ホームページで公表しているほか、入札

参加の手引き、契約の詳細やＱ & Ａなどの情報は適切に公表、提供されている。 

１５年度下半期においては、機構の本部で実施した各種調達関連情報の公表のうち、改

善の余地があると判断したコンサルタント契約の公表方法について見直しを行い、従来２

週間に１回の頻度で契約相手方の選定結果を公表していたものを、１週間に１回の頻度で

公表する体制に移行させた。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・専門家派遣の手続き日数 

・研修員受け入れの手続き日数 

・１件当たりの公示から契約締結までに要する期間 

・１件当たりの精算手続きに要する期間 

・決裁プロセスの効率化状況 

・内部連絡文書の効率化状況 

・外部連絡文書の効率化状況（定型的な外部連絡文書数） 

・適切なものについての事務にかかる外部委託の実施 

・機材の現地調達における価格競争の推進の状況 

・ホームページ掲載に要する期間及びホームページへの掲載状況 

評定 評価 

 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

  これまでが非効率だったと考えられる部分もあろうが、 外部連絡文書の削

減や調達関連情報の迅速な公開など具体的な改善が認められ、全体として中

期計画に示された業務運営の効率化に向けて「順調」な状況である。 

  今後、内部連絡文書の効率化、調達業務適正化などについても結果を出し、

一層効率化していくことが望ましい。また、計画の実現に向けての予測・筋

道・モニタリングなどの取り組みを強化していくことが望ましい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.3 

大項目 ３．業務運営の効率化に関する事項に関する目標を達成するためとるべき措置 

中項目 （２）業務運営全体の効率化 

小項目 （ロ）中期目標期間中、業務の質の維持・向上を図りつつ、各種事業の実施に必要な主要

な投入（専門家派遣、研修員受入れ、機材供与、調査団派遣等）に係る単位当り経費

について平均で 10％程度の効率化に努める。また、事業実施における各種経費につい

ても、徹底した節減を行う。具体的には、 

●専門家派遣について、事業目的に応じた適切な派遣期間の設定を行い、特に、長期

に派遺する人数を中期目標期間中に 10%削減するように努めるとともに、専門家に

対する手当等について、適切な人選を妨げない範囲で合理化を進める。 

●研修員受入れ事業について、本邦滞在期間の弾力的設定等により、中期目標の期間

中に研修員一人当たりの滞在経費を平均で 5%削減するように努める。 

●機材調達について、調達方法の改善等により、中期目標の期間中に機材の調達経費

を案件一件当たり又は専門家一人当たり 10％削減するように努める。 

●機構が直接派遣する調査団については、インターネット等情報通信インフラを活用

すること等により、中期目標の期間中に調査団一件当たりの所要経費を 10%削減す

るように努める。 

●コンサルタントに係る経費については契約方法の合理化等により、中期目標の期間

中に一案件当たりの調達経費を 10%削減するように努める。 

●機構に対する報告書等各種印刷物について、電子媒体によるものを増加させる等に

より、印刷製本費を、中期目標の期間中に 10%削減するように努める。 

業務実績  機構の中期計画予算（平成１５年度下期～平成１８年度）では、平成１６年度以降の運

営費交付金について、毎年度１．２２％の効率化を行うことが定められている。これによ

る削減額は、平成１５年度予算との比較では、１６年度約２０億円、１７年度約３９億円、

１８年度約５９億円であり、計１１８億円となる。 

 機構は、右効率化を実現するため、中期目標期間中、業務経費については主要な投入に

かかる単位当り経費の平均１０％程度の削減及び事業実施における各種経費の徹底した

節減、一般管理費については平成１４年度と比べて１０％の削減を、それぞれ図ることと

している。 

 業務経費の効率化にかかる平成１５年度下半期の具体的な取組状況は以下のとおり（一

般管理費の効率化についてはシートNo.4参照）。 

 

１．長期専門家の派遣人数の１０％削減等 

（１）長期専門家の派遣人数の１０％削減（指標：長期派遣専門家（新規派遣）の人数を 10％削減） 

 要請案件に対する事業目的に応じた適切な派遣期間の設定などを通じて、１年以上派遣

される長期専門家の人数は５４３人（平成１４年度通年）から４７７人（平成１５年度通

年）（平成１５年度下半期では２４５人）に１２．２％減少した。その結果、派遣期間が
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１年未満の短期専門家の占める割合が増加し、長期専門家と短期専門家の比率は、１対３．

３から１対３．６に推移した。 

 

（２）専門家に対する手当等の合理化（指標：専門家の手当等の合理化の実績） 

 専門家住居手当について、合理化にかかる取り組みの一環として、上限額の見直し及び

効率的な認定方法の検討を行い、新たな制度を平成１６年４月１日から適用することとし

た。これにより、アフガニスタンを除く９０カ国の上限額が下がるほか、在外事務所長等

への認定権限の委譲、申請手続きの簡素化などが進展することとなる。 

   

２．研修員の滞在経費５％削減（一人当たり）（指標：研修員一人当たりの滞在経費を平均で 5％削減）

各国際センターの研修コースの所管を調整することにより研修員受入時期を平準化し、

国際センターの宿泊施設利用を促進するとともに、効率的な研修日程を組むことにより受

入日数を削減した。その結果、研修員一人当たりの滞在経費が６２０千円（平成１４年度

通年）から５８５千円（平成１５年度通年）となり、３５千円（５．６％）削減された。

 

３．機材の調達経費の１０％削減（案件一件当たり又は専門家一人当たり）（指標：機材の調

達経費を案件一件当たり又は専門家一人当たり 10％削減） 

（１）専門家携行機材費 

 専門家が任地で技術指導に使用する目的で購入する携行機材について、損料方式、事務

所からの貸与方式等により新規購入経費を節減する方策を検討し、制度化のための準備を

した。 

（２）供与機材の諸経費及び供与機材費 

 相手国政府への供与機材について、諸経費（＝輸送費）及び機材費（＝機材の購入経費）

の削減を図るため、現地調達を促進することとした。具体的には、１５年度下半期に現地

調達ガイドライン案の作成、現地調達に際し競争に参入可能な企業の情報等にかかる調査

の実施（８在外事務所）、巡回指導の実施（６在外事務所）などを行った。 

 

 １５年度の実績は以下のとおり。但し、上記の方策による効果は未だ発現する段階にな

いところ、今期の削減については、主に案件の採択状況やプロジェクトの進捗などの外部

的要因によるものと位置づけるべきと判断する。 

 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績（参考値） 

専門家一人当たりの携行機

材費 

５４８千円 ４９８千円 

案件一件当たりの諸経費 ５９９千円 ２７３千円 

案件一件当たりの供与機材

費 

２４，０７３千円 １９，２３７千円 

 

 

  

４．機構が直接派遣する調査団の所要経費の１０％削減（一件当たり）（指標：本邦発の直営で

派遣する調査団一件当たりの所要経費（旅費）を 10％削減） 

 機構が直接に派遣する調査団の一件当たり所要経費は、調査団の派遣先として中近東な

ど遠隔地が増えたことなどにより、１４年度実績値１，８６６千円から１５年度は１，９
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１８千円へと２．８％増加した（調査団の派遣先件数の前年度比は、アジア地域△８．２％

に対し、中近東＋２０．２％、欧州＋１４．５％、米州＋９．０％等。）。 

 ただし、１５年度に本邦からの派遣を計画していた調査団のうち、在外事務所による協

議や調査を行うことで代替した件数（８５件）を仮に派遣したとして調査団総数に含めて

試算すると、一件当たり所要経費は１，８２９千円となり、１４年度実績１，８６６千円

に比べ２．０％の削減となる。 

 なお、平成１５年度下半期に、平成１４年度の調査団派遣実績等を分析し、関係各部署

における調査団一件当たりの所要経費を削減するためのアクションプランを策定し、周知

徹底するとともに実施に移しており、その結果、事前の情報収集の徹底、テレビ会議や電

子メールなど IT の活用、団員人数の精査、一部の調査団員の在外事務所員による代替な

どにより、調査団一件当たりの平均団員数が、１４年度の２．５６人（通年）から１５年

度下半期２．３８人（通年２．４４人）へと７．０％減少した。 

 

５．コンサルタントに係る調達経費の１０％削減（一案件当たり）（指標：コンサルタント調達

経費を一案件当たり 10％削減） 

開発調査や基本設計調査などの業務実施契約に関し、中期目標期間中に一案件当たりの

コンサルタント調達経費の１０％削減を図るため、１５年度においては具体的な方策を取

りまとめ、平成１６年度以降、順次制度化を図る予定となっている。方策としては、定型

的な事業の契約相手先選定における価格競争の拡大、精算方法の簡素化やプロポーザルの

簡素化によるコンサルタントの経費負担の軽減、現地コンサルタントの活用拡大等による

経費の削減などを検討した。 

  

６．印刷製本費の１０％削減（指標：印刷製本費の 10％削減） 

中期目標期間中の印刷製本費１０％削減のため、機構が直営で作成している報告書並び

に業務実施契約及び業務委託などにより作成している報告書等について、印刷部数の節減

に配慮したほか、これら報告書の印刷単価、配布先などにかかる情報の収集や、経費削減

に向けた具体的な方策にかかる検討を進めた。また、研修事業において、研修募集要項の

電子化を一部試行するとともに、来年度右取り組みを在外事務所のない国を除き広く導入

するための準備を進めた。 

以上のような取組の結果、平成１５年度実績値（通年）は８２４百万円（１５年度下半

期５００百万円）となり、平成１４年度実績値８９２百万円から７．６％減少した。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・長期派遣専門家（新規派遣）の人数を 10％削減 

・専門家の手当等の合理化の実績 

・研修員一人当たりの滞在経費を平均で 5％削減 

・機材の調達経費を案件一件当たり又は専門家一人当たり 10％削減 

・本邦発の直営で派遣する調査団一件当たりの所要経費（旅費）を 10％削減

・調達経費を一案件当たり 10％削減 

・印刷製本費の 10％削減 
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評定 評価 

 

 

 

Ｂ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

 各経費の削減目標達成のための準備を行っているが、研修員滞在経費や印

刷製本費については一定の削減効果も確認されており、削減目標達成のため

の措置は、全体として中期計画の実施に向けて「おおむね順調」な状況であ

る。 

 ただし、通常はこのような削減は初年目に大幅に実現することが必要であ

ることも考慮すべきである。今後、取り組みの効果が出て効率化が進むこと

を期待するが、年度毎の見通しや留意点などを可能な限り数値によって示し

ていくことが望ましい。 
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        独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.4 

大項目 ４．業務運営の効率化に関する事項に関する目標を達成するためとるべき措置 

中項目 （２）業務運営全体の効率化 

小項目 （ハ）機構は、中期目標期間中、一般管理費（退職手当を除く。）について平成 14 年度と

比べて 10％程度の効率化に努める。具体的には、 

●本部の管理経費（退職手当を除く。）について平成 14 年度と比べて 10％程度効率化

する。そのため、人件費、事務所借料、公用車に係る経費、パソコン経費、内外通

信費、派遣要員に係る経費等を削減する。 

業務実績 １．削減に向けた基盤づくり 

機構は、平成１８年度には平成１４年度に比べて本部の管理経費の１０％（１０．５７

億円）を削減するため、本部事務所借料の削減の実施、新人事・給与制度の策定と導入準

備、及び早期退職の促進など、継続的な削減効果が見込まれる抜本的な対策の基盤づくり

を行った。 

事務所借料の削減について、賃貸料の交渉による単価削減（約４千円／月・坪）を

平成１５年度下半期より実施した。これにより、平成１４年度に比べて毎年約２億円

の削減効果が見込まれる。 

人件費については､長期的に人件費を抑制する効果を持つ新人事・給与制度を策定し､平

成１６年７月からの導入に向け､職員への説明や労働組合との交渉を行った。また、早期退

職については更に推進するため早期退職の制度的な検討を開始した。 

 

２．平成１５年度の実績 

平成１５年度の一般管理費（退職手当を除く）の実績は、内訳である物件費と本部人件

費の削減に取り組んだものの、消費税納付額の増や本部から在外への人事異動の遅れによ

り、平成１４年度予算に比べると３９０百万円の増であった（平成１４年度実績と比較す

ると１百万円の支出減）（表１）。なお、平成１５年度の物件費、及び本部人件費の削減努

力の状況は下記（１）及び（２）のとおり。 

（表１：平成 15 年度の実績）                     （単位：百万円）

 14 年度 

予算額 

(A) 

14 年度 

支出実績 

(B) 

15 年度 

支出実績 

(C) 

増減 

（対 14 予算） 

(C)-(A) 

増減 

（対 14 実績） 

(C)-(B) 

一般管理費 

除消費税 

10,563 

10,563 

10,954

10,954

10,953

10,757

390(3.7%) 

194(1.8%) 

△1 (△0.0%)

△197(△1.8%)

物件費 

うち消費税 

除消費税 

3,493 

0 

3,493 

3,314

0

3,314

3,481

195

3,285

△11(△0.3%) 

 

△207(△5.9%) 

 167(5.0%)

△29(△0.9%)

人件費 7,070 （注）7,640 （注）7,472 402(5.7%) △168(△2.2%）
（注）14 年度と 15 年度上期は、決算において本部分を区分していないため、給与支給実績に基づき計算 

 

（１）物件費（平成１５年度実績） 

平成１５年度の物件費については、平成１４年度予算ベースとの比較では１１百万円の
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減にとどまった（１４年度支出実績との比較では１６７百万円増となった）（表１）。これ

は、事務所借料（△３６百万円）、公用車経費（△９百万円）、パソコン経費（△５１百万

円）、内外通信費（△５百万円）等の削減を実施したものの、東京国税局の消費税に係る税

務調査を踏まえ、消費税の算出方法の一部を見直した結果、本年度の消費税納付額が 

１９５百万円（下半期；１８８百万円）となったためである（表１）。 

 

（２）人件費（平成１５年度実績） 

本部の人件費は、平成１４年度支出実績との比較では１６８百万円下回ったが、平成１

４年度予算ベースとの比較では４０２百万円超過した（表１）。 

平成１４年度予算と平成１４年度支出実績の間で乖離が生じていたのは、本部中心の業

務体制の下、本部から在外への人事異動が進まず、本部の実員が予算の計画人数を上回る

実態にあったためである。これは、機構では、従前より在外の人数を増加させるため、本

部の人数を削減することを計画してきたが、事業が日本のリソースや知識をベースにして

いることから、本部の人数を急激に削減することが困難であり、結果として本部の人数が

これまで計画を上回る実態にあったことによる。 

なお、在外事務所、国内機関等の人件費（一般管理費に含まれない）を含めた人件費全

体では、年齢構成の若返り等を進めた結果、平成１４年度予算１６，０８８百万円に対し、

平成１５年度１５，３０３百万円の支出実績となり、７８５百万円縮減している（参考）。

 

（参考） 

 14 年度 

予算要求 

14 年度 

支出実額 

15 年度 

支出実績 

増減 

（対 14 予算） 

増減 

（対 14 実績）

人件費全体 16,088 15,701 15,303 △785(△4.9%) △398(△2.5%）

 

 

３．１６年度以降の削減見通し 

１６年度以降については、上記１．の削減方策及び各経費削減のための計画に基づき、

物件費、人件費についてそれぞれ約５億円の削減を着実に実施していく予定。（表２） 

 

（表２：削減計画）                         （単位：百万円）

 14 年度予算（実績） 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 

一般管理費 10,563 （10,954）

→ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 

 10,953 

→3.7%増

10,998 

→4.1%増 

9,771 

→7.5%減 

  

9,506 

→10%減

 うち物件費 3,493  (3,314) 3,481 3,765 3,071 2,964

人件費 7,070  (7,640) 7,472 7,233 6,700 6,542

注：平成 16 年度の物件費の計画額には、平成 12、13、14 年度に係る消費税の修正申告による

納付額約 305 百万円が含まれている。 

 

 

 

 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 本部の管理経費（退職手当を除く。）について 10％程度の効率化 
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評定 評価 

 

 

 

Ｂ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

消費税納付という予想外の経費はあったが、物件費と人件費について、削減

のための方策が打ち出され、全体として中期計画の実施に向けて「おおむね順

調」な状況といえる。ただし、実際に計画通りに一般管理費が推移するかは 17

年度が終わるまでは判断できないことに留意する必要がある。 

また、通常はこのような削減目標は初年目に大幅実現しておくことが必要で

あることにも鑑みれば、今後の一層の削減努力が求められる。特に、本部人件

費の削減方法については引き続き検討する必要があるが、その際には国内業務

の質が低下しないように注意する必要がある。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.5 

大項目 ５．業務運営の効率化に関する事項に関する目標を達成するためとるべき措置 

中項目 （３）施設、設備の効率的利用 

小項目   機構が保有する国際センター12 施設、青年海外協力隊訓練所 3 施設及び国際協力総合

研修所の施設、設備について、利用率を向上させるように努める。このため、これら施設

の利用者数を中期目標期間中、5％増加させる。 

業務実績  機構が保有する国際センター等の施設の利用者数を増加させるため、研修事業及び国民

参加型事業の両面で以下のような措置を講じた。 

従来、一つの国際センターで担当する研修コースの実施時期が重複すると研修員を外部

ホテルに宿泊させるなどの調整を行っていたが、このような外部ホテル利用を減らしセン

ター宿泊施設利用にシフトするため、次のような対策をとった。 

・シャトルバスの運行経路を見直すなど、センターから研修実施機関へのアクセスを

改善した。 

・研修コース実施時期を調整して同一期間での重複を減らした。 

・全国際センターの利用状況を分析し、平成１６年度の国別研修の所管の割り振りを

本部で一元的に行った。 

 国民参加型事業の対象者による施設利用を促進するため、小学生から大学生及び保護者

等の引率者がより利用しやすくなるように施設利用料金体系を見直した（平成１６年度よ

り適用）。また、各国内機関のホームページ、各種国民参加型事業に関するホームページ

を整備・拡充した。 

 

 以上の結果、平成１５年度下半期の利用者数は１５２，２９４人となり、内訳では以下

の表にある「会議・セミナー・イベント等参加者」及び「ＮＧＯ・学生等事業相談者・施

設見学者等」が増加の傾向にあると考えられる。但し、平成１４年度の実績については、

集計方法が十分整備されていなかったため精度を欠く面があるところ、今回の実績と比較

することは適切ではなく、今後、平成１５年度通年の実績３０４，０５０人を基準として、

中期計画期間中に５％増加を達成することとしたい。なお、平成１４年度下半期の実績（推

定値）は、９８,８４５人であった。 

 

（表）１５年度下半期の利用者数内訳 

種別 平成１５年度下半期実績値 

（１）全宿泊者  １５,１５９ 

（２）会議、セミナー、イベント等の参加者 ４３,１１６人 

（３）NGO,学生等事業相談者、施設見学者等 ９４,０１９人 

合計 １５２，２９４人 

  

    

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 利用者数の５％増加 
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評定 評価 

 

 

Ｂ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

研修事業、国民参加型事業による利用者数を増加させるための具体的な措

置を講じており、推定値との比較で利用者数の増加の傾向も見られることか

ら、全体として中期計画の実施に向けて「おおむね順調」な状況である。 

今後、市民参加の促進のため、より使いやすい施設利用体系や参加環境を

整備していくことに期待する。なお、ベースラインとなる 14 年度の数値が推

定値にすぎないことから、今後は、１5 年度と比較した増加を評価すること

になる。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.6 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （１）総論 

小項目 （イ）開発途上地域等の経済及び社会の発展又は復興に寄与し、国際協力を進めることは、

我が国の開発援助政策の枢要な課題である。このため、政府開発援助大綱、政府開発

援助に関する中期政策及び国別援助計画をはじめとする政府の開発援助政策並びに政

府の国別・地域別・分野別の援助方針に則り、開発途上国側の援助需要を踏まえ、国

際約束に基づく技術協力事業等につき効果的に業務を実施する。その際、協力実施前

に途上国政府及び関係者との十分な意思疎通に努める。また、派遣専門家等関係者の

安全対策を講じるとともに、派遣者へのサポートの充実を図る。加えて、他の援助実

施機関との連携を密にするとともに、実施段階における資金協力との連携強化に努め

る。具体的には、 

●政府の外交方針及び援助方針に則り、国別・地域別の総合的な援助の実施及び事業

の重点化を念頭に置き、優良なプロジェクトの形成を積極的に支援する。 

●わが国援助の独自性と対外的なプレゼンス確保に留意しつつ、国際的な援助に係る

協力・協調に関し、他の援助国や国際援助機関との連携を図る。 

●各種事業の質と効率を高めるため、各種事業形態の総合的運用を推進する。 

●各開発課題や事業実施に関連する知識・ノウハウを恒常的に蓄積し、事業関係者の

間で共有し活用する体制を構築する。 

●また知識やノウハウを集約・共有するため、事業経験の体系化と援助手法の改善、

国別・地域別及び分野・課題別の援助のあり方の検討、開発理論・開発アプローチ

の整理と検討を重点として調査研究の質を高める。 

●冷戦終結以降も後を絶たない紛争は、人道上の問題を引き起こすと同時に、それま

での開発努力の成果や環境を破壊する。これらの地域における平和構築支援が開発

の観点からも国際社会の大きな課題であり、今後も積極的な役割を果たすことは大

変重要である。そのための体制整備として、平和構築支援において中心的な役割を

果たす部署を設立するとともに、本分野に関係する職員、本分野を専門とする専門

家等の研修を実施する。また本分野にかかる経験を持つ人材を活用できる制度を整

備するとともに本分野の事業を実施する際に必要な安全対策を講じる。 

● ＪＢＩＣとの情報の共有や意見交換、人事交流を通じた実施機関相互の連携を密

にし、事業の実施に当たって有償資金協力との連携強化に努める。 

 

業務実績 機構は、政府の開発援助政策・方針に則り、途上国の援助ニーズを踏まえて、技術協力

等の業務を効果的に実施するため、１）優良プロジェクト形成への支援、２）内外の関係

者、関係機関との意思疎通の強化及び協調・連携、３）事業の総合的な運用、４）開発課

題や事業実施上の知識・ノウハウの蓄積、活用、５）新たな取り組みとなる平和構築支援

の事業実施体制整備、等に取り組んだ。 
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平成１５年度における取り組みの実績は次のとおり。 

 

１．優良なプロジェクトの形成支援 

（１） 国毎の重要な開発課題に関するプロジェクト形成調査等（指標：国毎の重要な開発課題に

関するプロジェクト形成調査等の実施状況） 

 国毎の重要な開発課題に関し、４３件（通年）のプロジェクト形成調査を実施するとと

もに、日本から調査団を派遣せずに現地コンサルタント等による調査を行う在外プロジェ

クト形成調査を４１件、案件形成を目的とした特定域内ワークショップを１２回それぞれ

実施（開催）した。また、これら調査の結果等を活用し、ベトナム（法整備、教育、環境

等）、ケニア（人材育成、保健医療）、ヨルダン（水、環境）等１７件の国毎の重要な開

発課題に関し協力の方向性をとりまとめた。 

 

（２）資金協力との連携（指標：資金協力との連携の実績） 

我が国援助の効果を高めるため技術協力と資金協力との連携は重要であり、１５年度

（通年）には次のような連携を図った。 

●技術協力プロジェクト／無償資金協力連携案件数 ８０件（１４年度 ７９件） 

  ●開発調査／無償資金協力連携案件数 ２５件（１４年度 ３１件） 

●開発調査／有償資金協力連携案件数 ３１件（１４年度 ２９件） 

 この他、研修事業においても、「ＯＤＡプロジェクト評価セミナー」等集団研修４コー

ス、「タイ観光開発のための産業村マネジメント能力向上」等国別研修２コースを有償資

金協力との連携の下に実施した。 

（３）プログラムの集約化 （指標：事業の重点化（プログラムの集約化）の状況） 

優良案件の形成を支援するため、事業の重点化を図るとともに、重要な開発課題に対し

ては総合的に解決するアプローチを検討するなど、プロジェクト形成調査等案件形成段階

での事業においてプログラム化を推進している。この成果は、年１回の新規案件要望調査

において、プログラム策定国数の増加、ならびにプログラムの重点化による１カ国当たり

のプログラム数の減少で確認することとし、１５年度については以下のとおりとなった。

  ●協力プログラム策定国数 ６１カ国（１４年度４８カ国） 

  ●重点化によるプログラムの減少国 ３１カ国（１４年度２４カ国） 

  ●プログラム総数     ８１９件（１４年度７０２件） 

  ●１カ国当たり平均数   １３．４件（１４年度１４．７件） 

（４）案件の計画策定における事前評価機能の強化（指標：案件の計画策定における事前評価機能の

強化の状況） 

技術協力プロジェクトの設計を行う事前評価調査について、品質向上と内容の標準化を

目的とし、職業訓練や防災等１０分野課題について、事前評価調査の標準型を設計し、調

査必須項目を設定した。 

   職業訓練、防災、リプロダクティブヘルス、農業生産基盤整備・管理、 

農業研究・普及、自然環境（森林分野を含む）、水産、情報通信技術、 

産業基盤制度、省エネルギー 
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２．国際援助協調（他援助機関との連携強化） 

（１）国際会議等への参画及び他ドナーとの連携の実績（指標：国際会議等への参画及び他ドナー

との連携の実績） 

援助の効率的・効果的な実施のため、他の援助国や国際機関との密接な情報共有や意見

交換、援助実施における連携や整合性の確保等がますます必要となっており、機構では、

我が国援助の独自性と対外的なプレゼンス確保に留意しつつ、１５年度下半期においても

他の援助国や国際機関との連携、国際会議等での発信に努めた。 

 ア 国際会議の開催、参画（平成１５年度下半期の実績例） 

  ●国際会議（共催） 

・Capacity Development 国際シンポジウム（ＵＮＤＰ他との共催）（東京）（２

月） 

・Aid Effectiveness に関する日英共同ワークショップ（ベトナム）（10 月） 

  ●ＯＥＣＤ開発援助委員会（ＤＡＣ）会合への参画 

・ＤＡＣ対日援助審査（１２月） 

・援助効果とドナー慣行作業部会(ＷＰ－ＥＦＦ)（１０月、１１月、２月） 

  ＊企画・評価部次長が作業部会の副議長に就任 

  ●国際会議への参画、意見発信 

・アフリカとの戦略的パートナーシップ（ＳＰＡ）会合への参加（１１月、１月)

 イ 国際機関、他ドナーとの協調実績 

●国際機関、他ドナーとの主な定期協議等 

・カナダＣＩＤＡ、世銀・アジア開発銀行、ドイツＧＴＺ等  

 ●国際機関、他ドナーとの連携協力 

・ 国連難民高等弁務官事務所(ＵＮＨＣＲ)：ザンビア、スリランカ、南アフリ

カ 

・ カナダ国際開発庁（ＣＩＤＡ）：ボスニア･ヘルツェゴヴィナ（スルプスカ共

和国） 

・ 米国国際開発庁(ＵＳＡＩＤ)：ボリビア、ホンジュラス 

 ウ 人事交流 

主要な援助機関との連携を強化するため、継続的な調整を図りながら効果的な協力

を行うことを目的として、積極的に人事交流を行った。世界銀行、国連難民高等弁務

官事務所(ＵＮＨＣＲ)、カナダ国際開発庁（ＣＩＤＡ）、米国国際開発庁(ＵＳＡＩＤ)

等に職員を派遣しているとともに、ＵＮＨＣＲ、ＣＩＤＡ、ＵＳＡＩＤ等からの職員

を受け入れている。この人的交流は、１）ＵＮＨＣＲとの平和構築のパートナーとし

ての連携案件の形成、２）ＣＩＤＡのように政策･援助アプローチの深化に向けた活動

の共催、３）ＵＳＡＩＤのように現場での連携案件作り、といった成果に結びついて

いる。 

（２）貧困削減戦略書（ＰＲＳＰ）、ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）等援助協調の枠組

みへの対応（指標：貧困削減戦略書（PRSP）、国連ミレニアム開発目標（MDGs）等援助協調の枠組みへの
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対応） 

 ア 「新たな援助協調」等に係る関係者への研修 

貧困削減戦略書（ＰＲＳＰ）やセクタープログラムといった、途上国政府の開発計

画を中心に関係ドナーが包括的にパートナーシップを形成する「新たな援助協調」の

枠組みの中で、機構としても適切な対応を図る必要がある。そのため、１）派遣前の

専門家研修、２）在外事務所赴任者研修、３）階層別研修、等の場で、援助協調に関

する現状と課題の周知徹底を図っている。 

イ 各国のＰＲＳＰプロセス、セクタープログラムへの対応 

 各被援助国における貧困削減戦略書（ＰＲＳＰ）、セクター開発計画等の策定、実施

のための被援助国政府、援助機関、ＮＧＯ等の関係者協議に的確に対応するため、１）

ＪＩＣＡ事務所による大使館やＪＢＩＣ事務所と連携した積極的参加、２）援助協調

の枠組みへの対応を中心業務とする企画調査員、在外専門調整員の配置、３）本邦プ

ロジェクト形成、在外プロジェクト形成、セクター開発調査等を活用した途上国の国

家・セクターレベルのプログラムの策定・実施・モニタリング・プロセスへの参画等

に努めた。 

（例）タンザニアのＰＲＳＰにおける農業セクタープログラム策定を、機構のセク

ター開発調査事業を活用して全面的に支援するとともに、同セクターの政府･ドナー

協議機関（ＦＡＳＷＯＧ）の議長役を JICA 企画調査員が担い同セクターの一連のプ

ロセスをリードした。 

ウ ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）への取り組み 

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）は、国連が２０００年に採択したミレニアム宣言

に併せて、国際社会全体に共通な開発目標として位置づけられており、機構において

は、各国の開発政策や市民社会でＭＤＧｓが主流化するための取り組み（キャンペー

ン）を支援した。 

（例）ホンジュラスでＭＤＧｓを普及させるため、機構が UNDP と共催で MDGs 地域

ワークショップを開催。国内の７２市町村を対象に１８回のワークショップを行い、

地方自治体、ＮＧＯ関係者も含め開発目標の共有化を図った。これには米州地域の

UNDP・機構関係者も参加し、エルサルバドル等各国でＭＤＧｓに関する取り組みを

活性化する一因となった。 

 

３．事業の総合的運用を推進するための取り組み（指標：予算、組織、要望調査/案件検討の実施方法

等基盤整備の状況） 

事業形態の総合的運用を推進するための基盤整備として、平成１５年度において、１）

平成１６年度の予算統合準備、２）統合予算の活用、執行管理を行う体制の整備、３）新

予算を前提とした平成１６年度新規採択案件の選定、を行った。予算統合では、従来の海

外技術協力事業費、開発調査事業費、研修員受入事業費、開発協力事業費の４つの事業費

を「技術協力プロジェクト関係費」として１つに統合し、事業の計画や実施、執行管理を

行う体制を整えた。 

特に、組織面では平成１６年４月から次の組織体制に改編することとし、これにより、
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予算の統合前においては、技術協力プロジェクト、開発調査事業、研修員受入等投入の形

態を中心に、案件の検討から実施、評価を行ってきたが、今回の予算統合により、投入の

形態にとらわれず、開発途上国のおけるニーズに対し様々な投入を集中的に行うことが従

来に比べより柔軟に行える体制が整った。 

●国別のニーズを踏まえて案件採択、予算配分、執行管理全体に責任を負う部署： 

地域５部（アジア第一部、アジア第二部、中南米部、アフリカ部、中近東・欧州部）

●技術的視点から事業実施と配分された予算の執行管理責任を負う部署： 

課題５部（社会開発部、人間開発部、地球環境部、農村開発部、経済開発部） 

  

 以上のような制度や組織の整備の動きを受け、各国の援助重点分野における開発課題を

特定し協力手段を集中化させることを考慮して、従来の個別に技術指導を行う専門家派遣

などの個別案件よりも目標期間内に一定の成果を達成することを重視する技術協力プロ

ジェクト案件を優先して、機構内での新規案件検討を行った。 

 

４．開発課題等の知見、ノウハウを共有する体制の構築 

（１）課題主管部、課題別指針の策定（指標：体制の整備状況（課題主管部の設定や課題別指針の策定））

 各開発課題や事業実施に関連する知識・ノウハウを恒常的に蓄積し、事業関係者の間で

共有し活用する体制整備を目的として、「分野・課題ネットワーク」の整備を進めている。

１５年度は、全２３の分野・課題のうち２１課題（教育、保健医療等）について主管部を

定め、各分野・課題ごとに課題チーム、支援ユニット、支援委員会、分野課題情報システ

ムで構成される「分野・課題ネットワーク」体制を試行的に導入した。具体的には、１）

課題別指針の作成・改訂（指針作成６課題、指針案作成２課題）、２）分野課題データベ

ースの運営、３）コンテンツ作成、４）指針のベースとなる調査研究（3 課題）・ワーク

ショップの実施、５）担当職員への技術的助言等を行った。 

（２）分野・課題ネットワークシステムのコンテンツの整備状況（指標：コンテンツの整備・活

用の状況） 

 分野・課題ネットワークを構成する分野課題情報システムについて、 １５年度は、コ

ンピューター端末のシステム改善(ウィンドウズ化)、情報入力担当の支援ユニットの増強

配置等の取り組みを行い、掲載されるコンテンツ（各開発課題や事業実施に関連する知

識・ノウハウを電子情報化したデータ群）が大幅に整備された。特に、民間セクター開発

（７３件増）、保健医療（５１件増）、平和構築（５１件増）などの分野で充実した。 

●Ｗｅｂ上の公開コンテンツ数：１５年度末５４８件（１５年度上半期末２６３件）

（２８５件増） 

●分野別課題情報システム･アクセス数（月平均）： 

１５年度下半期 ５５２人／月（１５年度上半期 ３３１人／月）（６７％増加）

 

５．調査研究の質の向上への取り組み（指標：調査研究の質の向上への取り組み状況） 

（１）機構の事業に効果のある調査研究の拡充強化 

 事業を効果的に実施していくうえで分野・課題別の援助のあり方等の整理、検討を行う
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調査研究の的確な実施と質の向上が重要であり、直面するニーズに応えた以下のような調

査研究を実施するとともに、機構全体の調査研究の質の向上、成果の共有を図るための調

整を、調整委員会を通じて行った。また、国別援助研究等の一部の報告書の有用性に関す

るユーザー調査を行い、今後の調査研究の質的改善のための課題を抽出した。 

●「人間の安全保障」に関する調査研究の発足 

●現場の案件発掘形成に寄与するための「開発課題に対する効果的アプローチ」シリ

ーズの調査研究の実施（１５年度は「高等教育」等７課題の報告書を作成） 

●貧困削減戦略書（ＰＲＳＰ）と援助協調への的確な対応のための参考資料・事例集

（「援助の潮流がわかる本」、「アジア・アフリカ地域におけるＰＲＳＰプロセス事

例比較研究」）の整理・検討 

（２）調査研究の効果的発信の促進 

業務の質の向上のために調査研究の成果を機構内外で広く共有・活用することが重要で

あり、１５年度においては以下のような調査研究の効果的発信に努めた。 

●援助効率促進事業によるすべての調査研究報告書のホームページへの公開 

●国別分析プラットフォーム（世銀等２６の国内外の援助機関が設立）のウェブサイ

トにおける機構の国別分析成果の掲載件数の倍増（７件→１５件） 

●より実践的な調査研究としての「日本の経験」のシリーズ化 

（１５年度は「教育」、「保健」の２分野について日本の経験の整理と途上国への適

用可能性の検討を実施。このシリーズでは、研究終了時に公開セミナーを通じて成

果の普及を行なった他、途上国向けのビデオ教材を制作した。） 

●５テーマの調査研究の読本化（コンパクトな体裁の報告書） 

 

６．平和構築支援への取り組み 

機構は独立行政法人化後、平和構築支援に本格的に取り組むことになったが、１）初動

体制の早期立ち上げとロジスティックスの強化、２）安全研修の強化、３）国内外の援助

調整部門への人材の配置、４）ALL JAPAN としての取り組みへの貢献などの課題を抱えて

いたことから、平成１５年度下半期において平和構築支援の専管部署の設置をはじめとす

る次の取り組みを行った。 

（１）体制の確立（指標：平和構築支援のための体制の確立） 

平和構築支援の情報・動向分析、計画策定、初動体制構築支援及び案件形成支援の機能

を持つ平和構築支援の専管部署「平和構築支援室」を平成１６年４月より企画・調整部の

中に設置することとした。 

（２）研修の参加者数（指標：職員、専門家等に対する研修の参加者の実績） 

「平和構築分野人材育成及び確保基本プラン」（平成１５年５月策定）に基づき、１５

年度下半期については、平和構築支援に関する職員研修と専門家研修を以下のとおり実施

した。なお、このほかにも在外赴任者研修（５回３２名）、部署別勉強会（６部署）など

で職員への周知徹底を図った。 

●職員研修：     ４回 ９７名 (１４年度 １回 ４５名） 

●専門家（専門家養成研修）： １１名 (１４年度 実績なし） 
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           計 １０８人（１３７％増） 

（３）平和構築を専門とする登録者の拡充（指標：平和構築を専門とする登録者） 

今年度、新たに専門家登録分野に｢平和構築｣を立て、積極的に人材の発掘、登録に努め

た結果、平成１６年３月末現在で平和構築支援を専門とする登録者の人数は７７人（前年

度比７７人増）に増加した。 

（４）平和構築支援にかかる危機管理マニュアルの改訂（指標：平和構築支援にかかる危機管理マ

ニュアルの改訂） 

 平和構築支援地域では、①当該国の治安維持能力・体制が整っていない、②治安維持は

国連平和維持軍、多国籍軍等が担うことが多く、軍からの治安情報面での協力が必要、③

テロ・地雷・武器による脅威が存在する、等の特徴があることから、平成１５年１０月以

降に、従来の危機管理マニュアル（「海外安全の手引き」）の内容の見直し、改訂を行い、

別途、平和構築支援にかかる危機管理マニュアルを策定した。 

（５）平和構築支援にかかる安全管理研修（指標：平和構築支援に係る安全管理研修への参加者数） 

 平和構築支援事業の一翼を担う職員他の安全管理研修として、職員と関係者５２名（５

２人の増加）を対象とする「エマージェンシー・トレーニング」を実施した。 

 

７．ＪＢＩＣ（国際協力銀行）との連携（指標：JBIC との連携の実績） 

 平成１５年度下半期においては、従来から実施しているＪＢＩＣ－ＪＩＣＡ定期協議会

のほか個別案件に関する打合せを含めるとＪＢＩＣとの協議は４７回行われ、ＪＢＩＣ－

ＪＩＣＡ間の協力のフレームワークについて具体的な検討を行うとともに、具体的な専門

家の派遣や開発調査事業との連携について調整を行った。平成１５年度（通年）の連携案

件実績は以下のとおり。 

●開発調査と有償資金協力の連携案件数 ３１件 （平成１４年度：２９件）  

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・国毎の重要な開発課題に関するプロジェクト形成調査等の実施状況 

・資金協力との連携の実績 

・事業の重点化（プログラムの集約化）の状況 

・案件の計画策定における事前評価機能の強化の状況 

・国際会議等への参画及び他ドナーとの連携の実績 

・貧困削減戦略書（PRSP）、国連ミレニアム開発目標（MDGs）等援助協調の枠

組みへの対応 

・予算、組織、要望調査/案件検討の実施方法等基盤整備の状況 

・予算統合による事業形態の変化 

・体制の整備状況（課題主管部の設定や課題別指針の策定） 

・コンテンツの整備・活用の状況 

・調査研究の質の向上への取り組み状況 

・平和構築支援のための体制の確立 

・職員、専門家等に対する研修の参加者数の実績 

・平和構築を専門とする登録者 

・平和構築支援にかかる危機管理マニュアルの改訂 

・平和構築支援に係る安全管理研修への参加者数 

・JBIC との連携の実績 

評価 評定 （評定の決定理由及び指摘事項等） 
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Ｂ 

「優良プロジェクトの形成支援」、「国際援助協調」、「事業の総合的運用」、

「知識・ノウハウの共有」、「調査研究の質の向上」、「平和構築支援の実施体

制の整備」等において、それぞれ制度整備を含めた重要な取り組みを行って

おり、全体として中期計画の実施に向けて「おおむね順調」な状況である。

１５年度に行った諸条件整備を踏まえた、１６年度以降の実績（効果）に期

待する。 

ただし、今後は取組みの具体的な成果や新たに明確になった課題への対応

を一層明らかにする必要があり、特に平和構築支援については、紛争地域等

で活動する者の安全確保対策を一層強化する必要がある。また、ＮＧＯから

の意見を取り入れることや、新組織の中でそれぞれに責任を負う部署を明確

化することにも留意すべきである。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.7 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （１）総論 

小項目 （ロ）外務大臣が、国際情勢の急激な変化により又は外国政府若しくは国際機関（国際会

議その他国際協調の枠組みを含む。）の要請等を受けて外交政策の遂行上緊急の必要が

ある、又は関係行政機関の要請を受けて緊急の必要があると認め、機構に対し必要な

措置をとることを求められた場合には、正当な理由がない限り迅速に対応するものと

する。 

業務実績 １５年度においては、外務大臣より機構に対し、特に緊急に必要な措置をとるよう要請

した実績はない。 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・外務大臣の要請への対応 

評定 評価 

 

― 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

外務大臣からの緊急の要請の実績がないため、評定対象外とした。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.8 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （１）総論 

小項目 （ハ）機構に対する国民の信頼を確保し、国民に対する説明責任を果たすとの観点から、

「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成十三年十二月五日法律第

百四十号）」に基づき、情報の公開に適正に対応する。また、国際協力の理解と参加を

促進するために、情報提供と広報活動の充実を図る。そのため、広報実施体制の見直

し・充実を図るとともに、業務、調査研究を通じて獲得した知見を公開する。 

 

業務実績  法律の定めに従い情報の公開に適正かつ積極的に対応するとともに、国民に対する説明

責任を果たす観点、国際協力事業に対する国民の理解と参加を促進する観点、また、機構

が業務を通じ獲得した知見を広く公開・共有し活用いただくとの観点から、情報提供と広

報活動、知見の提供の体制を整備し、これらを積極的に進めた。 

 

１．情報公開の実施の実績（指標：情報公開の実施の実績） 

（１）情報開示請求への対応 

 独立行政法人化後の平成１５年度下半期の開示請求の処理件数は１６件（通年５８件）。

全ての処理が情報公開法で定められた規定の日数以内に終了しており、延長手続きを必要

とした案件はない。 

 開示請求の処理状況を表１に、部分開示における不開示情報理由の内訳を表２に記す。

（なお開示請求１件に右理由が複数存在する場合には、それぞれ該当する理由欄に計上し

ているので、部分開示の合計件数と一致しない。） 

 

表１ 平成１５年度下半期 開示請求の処理状況 ※（ ）内の数字は通年の件数  

 全部開示          １件  （２６件） 

 部分開示          ５件  （１６件） 

 不開示           ０件  （ ０件） 

 不存在           ６件  （１２件） 

 存否応答拒否        ０件  （ ０件） 

 処理中（１５年度末現在）  ４件  （ ４件）  

        合計    １６件  （５８件） 

  

表２ 部分開示における不開示情報理由の内訳 ※通年の件数   

 第５条第１号 （個人に関する情報）に該当        １４ 

 第５条第２号 （法人等に関する情報）に該当        ４ 

 第５条第３号 （審議、検討又は協議に関する情報）に該当  ０ 

 第５条第４号イ（国の安全等に関する情報）に該当      ２ 

 第５条第４号ロ（公共の安全等に関する情報）に該当     ０ 

 第５条第４号ハ（監査、検査、試験等に関する情報）に該当  ０ 

 第５条第４号二（契約、交渉、争訟に関する情報）に該当   ２ 

 第５条第４号ホ（調査研究に関する情報）に該当       ０ 

 第５条第４号ヘ（人事管理に関する情報）に該当       ０ 
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 第５条第４号ト（企業経営上に関する情報）に該当      １ 

 

（２）報告書の公開 

 平成１５年度に作成され、図書館に収められた報告書は９４１件あり、そのうち７７０

件が一般公開指定、１７１件が期限限定非公開指定を受けている。期限限定非公開指定を

受けた報告書の９割以上が入札の公平性を保つための措置であり、情報公開法の観点から

も適切な対応である。 

 

２．広報実施体制充実への取り組み状況（指標：広報実施体制充実への取り組み状況） 

（１）ＪＩＣＡプラザの改善 

 ＪＩＣＡプラザは、一般市民に対する基本的な情報提供･情報公開の総合窓口（ワン･

ストップ･サービスの提供）及び機構の理解者･支持者の拡大を日常的に行なう場として、

本部及び国内機関において設置されており、今後ますますそのサービスの向上が求められ

ていることから、この運用実態を見直し必要な改善を図っていくこととしている。 

 平成１５年度下半期には、各国内機関の JICA プラザの利用実態及び今後の改善要望に

ついて調査を実施した。また、本部のＪＩＣＡプラザについても、企画展示の充実、日本

各地のＪＩＣＡ関連イベントと連携した企画の実施、各国内機関のＪＩＣＡプラザへの後

方支援などの提案を検討した。平成１６年度に検討結果をとりまとめ、対応可能な改善策

を具体化していく。 

 

（２）広報媒体の見直し 

 機構では、JICA が行う国際協力に関して事業全般及びボランティア事業等個別事業に

対する国民の理解を促進し、参画を得る目的で各種の広報誌を発行しているが、より効果

的な広報を行うために、これら広報媒体の見直し作業に着手した。平成１５年度下半期に

は、「広報誌のあり方見直し調査」として、「国際協力」「フロンティア」「クロスロード」

「海外移住」、社内報「ＪＩＣＡ ＮＥＷＳ」、国内機関のニュースレター（兵庫、九州、

北陸、帯広の４国内機関分）を対象として調査を行った。調査内容は、１）他法人（公益

法人、ＮＧＯ、民間会社）の広報事例の研究、２）既存広報誌、ニュースレターの内容の

分析、３）「国際協力」「フロンティア」「海外移住」の編集委員へのインタビュー、４）

配布先及びターゲット分析、５）既存広報誌･ニュースレターのアンケート調査、６）電

子媒体による代替の可能性の検討等（平成１６年６月に報告書完成済み）。 

 

（３）一般職員向け広報マニュアルの作成 

機構が行う国際協力事業に国民の理解を得るには、職員一人ひとりが広報マインドを持

って業務に臨むことが求められることから、一般職員向けの広報マニュアルを作成するこ

ととし、平成１５年度下半期には予定どおりこのマニュアル案を完成させた。 

 

（４）国民のＪＩＣＡへの理解の向上 

 平成１５年１０月の独立行政法人化により新組織への移行が行われたが、この際、新生

ＪＩＣＡに対する国民の理解を深めるため、幅広い年齢層の役職員による検討を経てＣＩ



 

 28

（コーポレートアイデンティティ）のための新しいシンボルデザイン、組織としての理念

を文章化したミッションステートメント及びスローガンを策定した。 

 これらの新たなシンボルデザイン、ミッションステートメント、スローガンについては、

ＪＩＣＡ職員や専門家、青年海外協力隊員など関係者に周知徹底を図るとともに、独立行

政法人化に際し実施した理事長の記者会見、プレスリリースや新生ＪＩＣＡのパンフレッ

ト、ＪＩＣＡの広報誌においても、それらを積極的に紹介し、新生ＪＩＣＡの統一的なイ

メージの定着に努めた。 

 また、ＪＩＣＡの国内機関はこれまでそれぞれの主な機能から、異なる呼称（国際セン

ター、支部、訓練所）で呼ばれてきたが、ＣＩの観点から、ＪＩＣＡ○○（○○には国内

機関の所在地を入れる）と統一した呼称を用いることとした。 

 

（５）「ピーストークマラソン」の取り組み 

 ＪＩＣＡの新たな柱でもある「復興支援」と「国民参加」の意義を中心に国際協力やＪ

ＩＣＡ事業全般について理解を促進するために、広く一般の方々の参加を募り、「平和と

国際協力の列島シンポジウム ピーストークマラソン」を開始し（平成１５年度には８月

から４回開催）、今後日本の全ての都道府県で順次開催していく予定。 

 

３．知見の積極的提供（指標：インターネット上に公開される報告書の掲載件数） 

機構では、国際協力に携わる人々の業務支援を目的として、これまでも国際協力総合研

修所内のＪＩＣＡ図書館で機構の報告書を中心とする図書、資料の閲覧等のサービスを行

っているが、このサービスの質の向上のため、１５年度上半期に同図書館の図書検索シス

テムの全面更新を行った。同図書検索システムは機構のホームページにリンクし、ホーム

ページ上での図書検索が可能となっている。１５年度下半期には、報告書に盛り込まれた

知見を広く活用していただくという観点から、同図書検索システムに、７６６件の機構の

報告書の電子ファイルを掲載し、インターネット上での公開を開始した。今後ともこの搭

載数の拡充を図ることとしている。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・情報公開の実施の実績 

・広報実施体制充実への取り組み状況 

・インターネット上に公開される報告書の掲載件数 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

情報公開法に定められている事項は適切に実施され、ホームページ等で公

開されている他、積極的な情報提供と広報活動の充実に努めており、全体と

して中期計画の実施に向けて「順調」な状況である。 

今後も市民への働きかけという視点から、より一層積極的なアプローチを

期待する。また、情報の提示方法や調査結果の扱いについても改善努力を継

続することが望ましい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.9 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （１）総論 

小項目 （ニ）ＮＧＯ等による国際協力活動は、開発途上国の住民に直接裨益するきめの細かい、

効果的かつ機動的な協力という観点から極めて有効である。幅広い国民の参加を得ら

れるよう、草の根技術協力の実施等により、ＮＧＯ等との連携を推進する。 

業務実績 ＮＧＯ等による国際協力活動は、機構の国際協力事業をより効果的に実施していくため

に有効な連携が期待されているとともに、独立行政法人化に伴い、機構の主要な業務とし

て「国民等の協力活動」の促進、助長が位置づけられている。このため、機構では、その

事業運営において、幅広い国民の参加を得られるようさまざまな形でＮＧＯ等との連携を

積極的に推進した。このうち、草の根技術協力事業及び各種委員会へのＮＧＯからの参加

について、その取り組みの実績と連携件数は次のとおりである。（本項目では、草の根技

術協力事業の本格化が平成１５年度であることから、平成１５年度の実績をベースに今後

の連携の拡充を図っていくこととしている。） 

 

１．草の根技術協力事業（指標：NGO 等との連携件数） 

平成１５年度においては、平成１４年９月公募時に作成した募集要項を、平成１５年４

月、１０月と２度改訂し、本事業の趣旨、事業形態、対象団体・資格要件、対象分野・重

視される事業内容などを明確化した。また、本事業を説明した簡易なリーフレットを作成

し、各国内機関が本事業の説明会を行い、広く広報した。更に、審査については、草の根

パートナー型（下記参照）については、２ヶ月を遵守し、採択内定を通知したうえで、相

手国の了承取り付けを経て、実施のための契約締結まで迅速に手続きを進めた。 

平成１５年度（通年）には、１１２件実施した。その内訳は下記のとおり。 

・地域提案型（地方自治体を対象）：８４件 

・草の根協力支援型（途上国支援の実績の少ない団体等を対象）：１１件 

・草の根パートナー型（途上国支援の実績を豊富に有する団体等を対象）：１７件 

 

２．ＮＧＯの委員会等への参加（指標：NGO 等との連携件数） 

課題別支援委員会などの各種委員会及びシンポジウムへのＮＧＯの参加を促進した結

果、平成１５年度は１４年度実績より２件多い１０件の委員会においてＮＧＯからの参加

を得た。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ NGO 等との連携件数 
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評定 評価 

 

Ｂ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

草の根技術協力の実施案件数や各種委員会へのＮＧＯからの参加実績につ

いても増加傾向となっており、全体として中期計画の実施に向けて「おおむ

ね順調」な状況である。 

今後、ＮＧＯ等との連携の改善のために一層努力することが望ましく、Ｊ

ＩＣＡの対応に対するＮＧＯ側からの意見を求めていくこと等が考えられ

る。なお、草の根技術協力事業の本格化が平成１５年度であることから、来

年度からは平成１５年度の実績を基準として連携の推進を評価していくこと

になる。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.10 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （１）総論 

小項目 （ホ）事業実施に当たっては、職員その他の関係者の環境保護及び住民移転等の社会的影

響の回避・最小化に関する意識を高め、環境社会配慮ガイドラインを改定し、環境及

び社会に配慮した業務運営に努力する。環境社会配慮ガイドラインについては、必要

に応じて改定するとともに、改定の際には第三者の意見を聴取する機会を設ける。 

   なお、世界の持続可能な開発・復興を目的とした事業実施機関として職員の意識を

高め、自らの活動が環境におよぼす影響を低減する活動を積極的に推進し、国際環境

規格（ISO14001）に対応する。さらに、光熱水量・廃棄物の削減、再生紙利用等によ

り省エネルギー・省資源化へ対応する。 

業務実績 環境及び社会に配慮した業務運営の実施のため、環境社会配慮ガイドラインの改定及び

職員への研修を実施するとともに、環境マネジメントシステムの構築・試行運用を開始し

た。 

 

1. 環境及び社会に配慮した業務運営（指標：ガイドラインの改定と適用の状況、研修その他の関係者に
対する参加者の実績） 

 環境社会配慮ガイドラインを平成１６年３月に改定した。改定にあたっては、平成１５

年９月の環境社会配慮ガイドライン改定委員会の提言を踏まえた案の作成、フォローアッ

プ委員会での協議、及びパブリックコメント２１６件を反映した修正を行った。なお、委

員会の協議やパブリックコンサルテーションの結果は全てホームページで公開し、透明性

の高い改定プロセスとした。 

また、環境社会配慮ガイドラインの遵守を確保するための体制として、環境社会配慮審

査室を平成１６年４月１日に設置するための準備を行った（４月１日設置済み）。ガイド

ラインにおいても、機構自らの情報公開、外部の専門家からなる審査諮問機関の常設、事

業担当部局から独立した異議申し立て制度の設置を盛り込んだ。さらに、平成１６年度に

早急に実施体制の整備に着手するために、業務フロー案、情報公開の実施案、ガイドライ

ンの実施体制案(審査諮問機関と異議申し立て制度)の検討を行った。 

 さらに職員への周知のため、平成１５年度下半期に職員を対象にしたガイドラインに関

する研修を１３回、１６７人に対して行った（14 年度実績２０名、１４７人増）。 

 

2. 環境マネジメントシステムの構築・試行運用（指標：国際環境規格認証の取得、及び JICA 環境マ
ネジメントシステムの運用と見直しの実績） 

 国際環境規格認証の取得に向け、規定及びマニュアルの策定、環境管理手順書及び関連

様式の作成、ならびに環境マネジメントプログラムの検討を進めた。また、環境マネジメ

ントシステムのひとつの柱である「JICA エコオフィスプラン」を策定し、平成１６年２

月より、試行運用を開始した。同プランでは、光熱水量及び廃棄物の削減、再生紙利用等
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を図る活動内容を具体的に定めており、チェックシート及び各月ごとの光熱水等の使用量

データのとりまとめによりモニタリングを行っている。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ガイドラインの改定と適用の状況 

・研修その他の関係者に対する参加者の実績 

・国際環境規格認証の取得、及び JICA 環境マネジメントシステムの運用と見

直しの実績 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

特に、環境社会配慮ガイドラインの改定と実施のための準備、そして「Ｊ

ＩＣＡエコオフィスプラン」等環境マネジメントシステムについての取組み

に進展が認められ、全体として中期計画の実施に向けて「順調」な状況であ

る。 

 今後、これらの取り組みがどのような実績と効果をもたらすのか注視して

いく必要がある。また、国内事業における民間の取り組みや海外事業におけ

るＮＧＯの意見を参考にしつつ改善努力を行っていくことを検討するのが望

ましい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.11 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （１）総論 

小項目 （ヘ）男女共同参画の視点は重要であり、開発への積極的参加及び開発からの受益の確保

について十分配慮し、女性の地位向上に一層取り組む。そのため、職員その他の関係

者に、開発援助における男女共同参画推進の重要性についての理解促進を図るととも

に、実施の各段階において、女性の地位向上に配慮した業務運営に努力する。 

業務実績 組織及び事業におけるジェンダー主流化を推進するため、関連情報の把握及び一元的な

対応、並びに横断的な見地から提言・調整を行う専管部署「ジェンダー平等推進グループ」

を平成１６年４月に設立するのに必要な準備を行った（４月１日設立済）。 

また、開発援助における男女共同参画推進の重要性についての理解促進を図ることを目

的として、１５年度下半期に、以下のとおり研修を実施した。 

●職員研修 ４９人（１４年度１８名、３１人増） 

●専門家等の研修 １９５人、ボランティア調整員の研修 ３１人 

さらに、第二次分野別ジェンダー・ＷＩＤ研究会の提言を踏まえ、事業実施の各段階に

おいて、男女共同参画の視点を組み込むため、１）組織におけるジェンダー主流化推進、

２）ジェンダー関連研修の拡充、３）事業におけるジェンダー主流化推進、４）国別・分

野別の取組み強化を柱とした行動計画を策定した。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・男女共同参画推進のための体制の確立 

・職員その他の関係者に対する研修の参加者の実績 

・女性の地位向上に配慮した業務運営の実績 

評定 評価 

 

Ｂ 

 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

平成１６年４月に「ジェンダー平等推進グループ」を設立するための準備や、

ジェンダーに関する研修の参加人数の拡大、そして男女共同参画に関する行

動計画の策定が進められ、全体として中期計画の実施に向けて「おおむね順

調」な状況である。 

今後は、取り組みの実効性をあげるため、研修の参加人数を一層増加させる

とともに、援助実施の各段階などの事業面における一層の改善努力やジェン

ダー統計情報の整備が必要である。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.12 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （１）総論 

小項目 （ト）客観的な事業評価の指標の設定を含む事前評価から事後評価にいたる体系的かつ効

率的な評価を導入し、事業毎に適切な評価手法を確立した上で評価を実施するととも

に、機構による評価に対する二次評価を含めた外部評価を充実させる。また、これら

の評価の内容について国民にわかりやすい形で情報提供するとともに、評価内容を迅

速かつ的確に新たな事業実施にフィードバックする。具体的には、 

●目標の達成に向けて計画を見直し、運営方法を改善するとともに、将来の類似案件

の計画・実施に活用することを目的として、事前、中間、終了時及び事後に到る一

貫した効率的な評価を導入する。その際、在外事務所による事後評価の充実を図る。

また、青年海外協力隊及び災害援助等協力の各事業における評価制度を導入する。

●評価体制の充実と評価の質の向上に努めるべく、外部有識者評価委員会を定期的に

開催し、評価制度、手法の改善のための提言を得る。また、評価の質の向上と客観

性の確保に努めるべく、一次評価として外部有識者・機関等が直接行う評価を拡充

するとともに、機構が行った評価を外部有識者・機関等が改めて評価する二次評価

を充実させる。特に、協力終了後に協力効果を最終的に評価する事後評価に関して

は、外部有識者・機関等による一次又は二次評価件数を全評価件数の 50％以上とす

る。 

● 評価結果のわかりやすい形での迅速な公開を図るべく、評価報告書の作成・公開

に加え、機構及び外部有識者・機関等による全ての評価の評価結果をわかりやす

くまとめた要約をホームページで迅速に公開する。 

● フィードバック機能を強化するため、過去の類似案件の評価から得られた教訓を

どのように活用したかを、事前評価の評価項目に新たに加える。 

業務実績  体系的な評価、事業毎の評価手法の確立のため、技術協力プロジェクトにおける事業事

前評価表の作成、在外事務所による案件別事後評価の実施、青年海外協力隊及び災害援助

等協力における評価制度の導入に向けた取組を行った。また、外部評価の充実のため、事

後評価における外部有識者・機関等の参画割合を充実させた。さらに、評価結果をホーム

ページで迅速に公表するよう努めるとともに、評価結果から得られた教訓を活用するため

の方策を実施した。 

 

１． 一貫した評価の導入 

（１） 一貫した評価体制の整備（指標：一貫した評価体制の整備状況、在外事務所による案件別事後評価

の実施国数（再掲）） 

 事前から事後までの一貫した評価の実現に向けて、中間評価、終了時評価に比べて導入

が遅れていた事前評価、事後評価の拡充に努めてきたところであり、平成１５年度にはこ
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れを更に進めるため以下の取り組みを行った。 

 事前評価については、技術協力プロジェクト全件を対象に実施している。また、平成１

５年度には評価体制の充実を通じ、比較的規模の大きな技術協力プロジェクト（４３件/

４３件）について事業事前評価表を作成した。さらに、事業事前評価表において客観的な

指標の設定を推進することを目的として、プロジェクト目標及び指標に関するデータベー

スを作成した。 

 事後評価については、協力終了後３年を経過したプロジェクトを対象に、主としてイン

パクト及び自立発展性の検証を行い、国別事業実施計画の改善や事業の計画・実施に向け

た教訓・提言を得ることを目的として、在外事務所が実施する案件別事後評価の制度を平

成１４年度に導入した。平成１５年度には１４カ国（うち新規実施国８カ国）で案件別事

後評価を実施し、制度を導入した国は合計２２カ国となった。 

 

（２）青年海外協力隊及び災害援助等協力における評価制度導入に向けた取り組み（指標：

青年海外協力隊及び災害援助等協力における評価制度の導入） 

 青年海外協力隊の評価については、タスクフォースを設置し、ボランティア事業全体の

体系的な評価手法の開発を行った。また、隊員の活動を適切に評価しやすくするよう活動

報告書の様式を改訂するとともに、活動評価のための帰国隊員向けのアンケート様式を作

成し試行的に実施した。 

 災害援助等協力については、策定済みの救助・医療チーム評価ガイドラインに基づき、

アルジェリアにおいて初の事後評価調査を実施するとともに、専門家チームに関する評価

の導入に向けガイドラインを作成した。 

 

２．外部評価の充実（指標：外部有識者評価委員会の開催状況、外部有識者・機関等が参画した事後評価の全

評価件数に占める割合） 

 外部有識者評価委員会において、今後の終了時評価及び二次評価のあり方に関する提言

を得ることを目的に、平成１３年度に実施された旧プロジェクト方式技術協力の終了時評

価を対象として、評価の質・客観性に関する分析・検討を行った。その結果については、

「事業評価年次報告書２００３」に掲載した。 

 また、外部有識者・機関等の事後評価への参画状況については、平成１４年度に５．５％

（４件／７３件）であったが、平成１５年度には４０％（１２件／３０件）となった。 

    

 （平成１４年度） 本邦事後評価  ４件／ ９件中 （４４%） 

          在外事後評価  ０件／６４件中 （ ０%） 

          （合計）    ４件／７３件中 （５．５%） 

 

 （平成１５年度） 本邦事後評価  ２件／ ７件中 （２９%） 

          在外事後評価  １０件／２３件中（４３%） 

          （合計）    １２件／３０件中 （４０%） 

 

３．評価内容の情報提供（指標：評価結果の公開の状況） 

 機構では案件毎の各種評価調査の報告書を図書館で公開してきたとともに、事前評価・
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終了時評価の要約をホームページで公開してきた。平成１５年度には、新たに案件別事後

評価の評価結果の要約について掲載するとともに、ホームページへの掲載までの期間の短

縮を図り迅速な評価結果の公開に努めた。 

評価結果の総括や過去の評価で提言された事項への取り組み状況をとりまとめた事業

評価年次報告書を毎年作成し、ホームページ上でも公開している。平成１５年度に作成し

た「事業評価年次報告書２００３」においては、個々のプロジェクトの評価結果の総合的

な分析の掲載、一般読者にとって読みやすい工夫、読者の意見をフィードバックするため

のアンケート票の添付などの改善を行った。 

  

４．評価内容のフィードバック（指標：評価から得られた教訓を事前評価において適用した状況） 

 平成１５年度下半期には、技術協力プロジェクトの事業事前評価表に「過去の類似案件

からの教訓の活用」の項目を加え、過去の評価結果から得た教訓を新事業に活用すること

を促進する体制を整えた。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・一貫した評価体制の整備状況 

・在外事務所による案件別事後評価の実施国数（再掲） 

・青年海外協力隊及び災害援助等協力における評価制度の導入 

・外部有識者評価委員会の開催状況 

・外部有識者・機関等が参画した事後評価の全評価件数に占める割合 

・評価結果の公開の状況 

・評価から得られた教訓を事前評価において適用した状況 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

事前評価の着実な実施や事後評価の拡充、青年海外協力隊や災害援助等協

力に関する評価制度の準備等、具体的な改善が認められ、全体として中期計

画の実施に向けて「順調」な状況である。 事業評価に関する経験が蓄積され

ており評価できる。 

今後一層の努力を望むに当たっては、事前評価表の「過去の類似案件から

の教訓活用」の欄等を活用して評価のフィードバックの実効性を高めたり、

個々のプロジェクト評価にとどまらない総合的分析の情報提供の仕方を検討

していくことが挙げられる。 

なお、可能であれば相手国政府・住民の評価、或いは外国の援助機関等に

よる peer review も加えていくことで、業務の質を一層向上させることがで

きる。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.13 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （イ）技術協力（法第１３条第１項第１号） 

（ｉ）技術協力業務は開発途上地域における人的資源の開発、技術水準の向上及び公共

的な開発計画の立案を支援することにより、開発途上地域の経済的・社会的開発の

促進及び福祉の向上に寄与することを目的としており、条約その他の国際約束に基

づき、案件を効果的・効率的に実施するものとする。 

●開発途上国の能力開発の有効な方法であり、援助リソースの拡大、域内協力の促

進にもつながる南南協力支援事業を充実させる。また、ＪＩＣＡ事業経験者等開

発途上国の人材や組織のネットワーク化を進めるとともに、現地又は第三国のリ

ソースの積極的な活用を図り、事業の質を高める。 

●事業委託方式、民間提案の募集を積極的に行うことにより、事業における民間か

らの参加を促進し、ノウハウを活用する。 

●事業の実施の各段階において、国民各層の参画機会を拡大する。 

業務実績  技術協力案件の効果的・効率的実施のために、南南協力支援事業の充実、開発途上国の

人材・組織のネットワーク化、ならびに各種事業における現地のコンサルタント・NGO 等

の活用を図った。また、事業における民間のノウハウを活用するため、「提案型技術協力

プロジェクト」及び「民間活用型技術協力プロジェクト」の実施を推進したほか、技術協

力事業にかかわる各種委員会等に国民各層の参画を得て、その知見を事業の計画・実施・

評価の各段階で活用するよう努めた。 

 

１．南南協力支援事業の充実等 

（１）南南協力支援事業の充実（指標：南南協力支援事業の実績） 

 主要な南南協力支援事業のうち、開発途上国が近隣諸国などから研修員を招聘し、各国

の現地事情により適合した技術研修を実施する事業である第三国研修については、平成１

５年度通年で１５１件（平成１４年度１３９件）、協力対象国に他の開発途上国から専門

家を派遣する事業である第三国専門家については同１１３人（平成１４年度１０９件）の

実績であり、それぞれ一定の増加を達成した。また、機構内の関係部署や元専門家等から

なる課題チームを中心として、概念整理、類型化、実施上の留意点などを含む「南南協力

支援ガイドブック」を作成するとともに、これまでの議論の結果を課題別指針の形に取り

纏めるべく、指針のドラフト作成を行った。 

（２）開発途上国の人材・組織のネットワーク化（指標：人材や組織のネットワーク化の状況） 

 技術協力事業の成果の普及・発展の観点から、帰国研修員やその同窓会のネットワーク

形成・維持を進めるため、同窓会員名簿・データベースの作成、会員募集、地域会合の開

催、各種セミナー・スタディーツアーの実施など、各種活動に対する支援を行った。その
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結果、ネットワーク形成について平成 15 年度下半期には、ジンバブエなど３カ国が新規

に帰国研修員同窓会を設立し（世界全体で合計９２カ国）、全世界で５，４１２人の新規

会員の加入などの成果をあげた。これらの同窓会は、青年海外協力隊のホームステイ受入

れ先となったり、専門家への現地事情の説明や安全対策情報の提供などの面で、機構の事

業に貢献している。 

（３）現地リソースの積極的な活用（指標：現地人材の活用の状況） 

 現地リソースの活用については、技術協力プロジェクト・開発調査など各種技術協力事

業において現地ＮＧＯ及び現地コンサルタントの活用を推進している。１５年度通年の実

績では、技術協力プロジェクトでは、住民の生活状況調査などについての現地コンサルタ

ントへの委託は７２件、住民に対する啓発活動や生活改善活動などに関する現地ＮＧＯ等

との連携件数は２７件であった。また、開発調査・無償資金協力基本設計調査などの業務

実施契約において、本邦コンサルタントが現地コンサルタントに社会経済調査や測量調査

などを再委託した契約の割合は４９．４％であった。 

 

２．事業における民間の活用（指標：事業における民間活用状況） 

 民間からの提案を募り共同で案件形成を行った上で事業を委託する「提案型技術協力

（略称：ＰＲＯＴＥＣＯ）」、ならびに実施段階で民間の参加を募り事業を委託する「民間

活用型技術協力プロジェクト」については平成１４年度に制度を整備し、事業の実施に向

けて準備を進めてきた。１５年度下半期には、「提案型技術協力（ＰＲＯＴＥＣＯ）」につ

いて１５年度上半期までに公示した１５案件（スリランカ「南部地域の村落の生活向上」

など）を、委託先とともにプロジェクト形成調査や実施協議調査等を実施又は準備したほ

か、新たに１件の公示を行った。 

 また、「民間活用型技術協力プロジェクト」については、ベトナム「森林火災跡地復旧

計画（フェーズ１）」など、新たに２件を公示の上、実施に移した（１４年度実績は３件）。

 

３．技術協力事業における国民各層の参画機会の拡大（指標：各種支援委員会等へのＮＧＯ、学識経

験者等の参加状況） 

 機構では、国別・地域別での中期的な計画の策定や当該国の横断的な課題にかかる案件

の実施に際しては国別・地域別支援委員会、技術協力プロジェクト・開発調査の実施に際

しては国内委員会や作業監理委員会を設置するなどし、国民各層から様々な提言・助言を

得ている。 

 また、研修事業の実施に際しては、地域の自治体、各種団体、住民の協力を広く得てい

るほか、事業評価についても、外部有識者評価委員会を設置して、有識者に第三者として

の適切な評価を依頼している。 

 なお、上記各種委員会においては、特に学識経験者やＮＧＯの参画を積極的に得ており、

平成１５年度下半期の実績では、学識経験者・ＮＧＯ等の参加を得たものが占める割合は

国別・地域別支援委員会９５.７％、国内支援委員会６４．８％、作業監理委員会３８．

６％、外部有識者評価委員会１００％となっている。 
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独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 南南協力支援事業の実績 

・ 人材や組織のネットワーク化の状況 

・ 現地人材の活用の状況 

・ 事業における民間活用状況 

・ 各種支援委員会等へのＮＧＯ、学識経験者等の参加状況 

評定 評価 

 

Ｂ 

案件の効果的・効率的実施に向け、南南協力支援事業の拡充、帰国研修員

等のネットワーク化や現地人材の活用促進について成果があり、国民各層の

知見の活用についても取り組みが進んでいることから、全体として中期計画

の実施に向けて「おおむね順調」な状況である。 

今後とも一層、適格な現地リソースや人材の活用に努めることを期待する。

また、これらの取り組みによる成果を定量的、客観的に示す方法を引き続き

検討することが望ましい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.14 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （イ）技術協力（法第１３条第１項第１号） 

（ⅱ）我が国政府が相手国政府等と行ってきた協議を踏まえ、国際約束に基づき、案件

の実施を速やかに行うとともに、技術協力案件の実施に当たり、専門家派遣、研修

員受入、調査団派遣及び機材供与といった投入要素の組み合わせ・量・時期等の決

定を適切に行う。そのために、 

●技術協力案件について目標と活動範囲を明確化するための調査・評価を充実させ

る。 

●派遣する専門家・調査団員、研修員受け入れ機関、機材等に関する情報を蓄積し、

適切に活用するような体制整備を行う。 

●技術協力案件の実施に関連するガイドライン・マニュアルを改善・整備する。 

業務実績  技術協力案件の速やかな実施、及び実施に際しての適切な投入要素の組合わせ・量・時

期等の決定を確保するため、事前評価調査の充実、専門家・調査団等の情報蓄積・活用、

技術協力案件の実施に関連するガイドライン・マニュアルの改善・整備などに取り組んだ。

 

１．目標と活動範囲を明確化するための調査・評価の充実（指標：技協案件の目標と活動範囲を明

確化するための調査・評価の充実の実績） 

 技術協力プロジェクトの目標、協力計画等を作成し、妥当性を判断するとともに必要な

投入予算を確認するため、事前評価を行っている。平成１５年度では、比較的規模の大き

な全ての新規案件について事業事前評価表を作成し、評価監理室による審査を行った。ま

た、総投入額の大きさに関わらず全ての技術協力プロジェクトについても実施計画書を作

成し、その中で案件の妥当性、計画内容、総投入額を確認するほか、必要に応じて事前評

価調査を実施して事業事前評価表を作成している。 

 また、開発調査においては、新規案件全件につき事前調査を実施して、事業事前評価表

を作成したほか、評価表の作成要領の改訂、類型毎の記入例やチェックリストの作成など、

調査内容の充実のための環境整備に取り組んだ。 

 

２．専門家・調査団等の情報蓄積・活用（指標：情報の蓄積及びその活用促進策の実績） 

 技術協力プロジェクト案件データベース、事業（調査団・機材等）・予算執行管理デー

タベース、専門家データベース、研修員データベースなど、技術協力に係わる各種データ

ベースについて、情報量を増加させるとともに、蓄積された情報を、プロジェクト設計や

新規案件検討、専門家リクルート対象者の把握や研修事業の進捗管理などに活用した。ま

た、右活用を促進するため、随時、職員に対するマニュアルの作成や研修を実施するとと

もに、職員へのヒアリングを通じ、データベースの使い易さの向上を図った。 
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３．技術協力案件の実施に関連するガイドライン・マニュアルの改善・整備（指標：ガイドラ

イン・マニュアルの新規整備又は改定の実績） 

 １５年度下半期には、１６年度からの課題部の再編に向けた準備として、技術協力プロ

ジェクトの概念整理から実施方法まで網羅した「技術協力プロジェクト・マニュアル」や

「技術協力プロジェクト/個別案件実務マニュアル」などを基に、「課題部業務マニュアル」

を作成し、データベースに掲載することにより、業務効率の改善を図った。その際、独立

行政法人化に伴う機材供与にかかる外務省の事前承認の廃止などを受けて実施した業務

フローの見直しの結果を反映させた。 

 

 また、在外強化に向けた取組の一環として、在外事務所が技術協力プロジェクトを運営

するために必要な業務ガイドラインを整備した。さらに、ホームページによる技術協力プ

ロジェクトの事業紹介を増やし、他ドナーとの連携の推進等に役立てるため、事業紹介用

ホームページの作成にかかるガイドラインを整備した。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・技協案件の目標と活動範囲を明確化するための調査・評価の充実の実績 

・情報の蓄積及びその活用促進策の実績 

・ガイドライン・マニュアルの新規整備又は改定の実績 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

技術協力案件を適切かつ速やかに実施するため、事前評価調査の充実や専

門家等に係る情報の蓄積・活用、そしてガイドライン・マニュアルの整備・

改定等が認められ、全体として中期計画の実施に向けて「順調」な状況とい

える。 

 今後、これらの取り組みによる成果についても可能な限り明らかにするよ

う留意しつつ、より良い案件の実施に向けて一層努力することを期待する。
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.15 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （イ）技術協力（法第１３条第１項第１号） 

（ⅲ）研修員受入について、既存研修コースの客観的評価により、その内容改善と見直

しに努める。加えて、帰国研修員に対するフォローアップの充実等により、その活

用を図る。具体的には、 

●各集団研修コースの質を向上させるため、研修員が習得すべき具体的な到達目標

を設定し、同目標を基準にして研修員の達成度を計り、研修コースの評価を行う

とともに、同評価結果に基づき、コースの改廃を含め必要な改善策を講じる。 

●帰国研修員が日本で学んだことの実践、普及展開を支援することを目的に、帰国

研修員本人又はその所属する機関や帰国研修員同窓会が実施する調査研究、セミ

ナー・ワークショップの開催や、教材、マニュアル、著作物の作成等に対し必要

な支援を充実させる。 

業務実績  研修員受入について、平成１５年度実施の全ての集団研修コースの評価を行い、結果を

コースの改廃を含む改善策の検討に活かすとともに、コース毎に到達目標を設定して研修

員の達成度を計る客観的な評価方法の導入などに取り組んだ。また、帰国研修員等に対す

るフォローアップについて、現地への要員の派遣や広報活動の促進、実施体制の強化など

に取り組み、その質的・量的な充実を図った。 

 

１．研修コースの評価の実施（指標：集団研修コースに係る評価実施実績と見直しの状況） 

（１）平成１５年度実施コースの評価 

 平成１５年度実施の全ての集団研修コース（３８７コース）に関し、評価会における研

修員からの意見、質問票からの情報、研修監理員からの報告書、研修委託先からの報告書

を総合して研修コースの評価を行い、コースの改善策の検討を行った。これらのコース実

施結果を総括し、２８コースについて平成１５年度をもって終了する（うち３コースは内

容を整理し類似コースに吸収）こととした。 

（２）研修員の到達目標達成度を取り入れた評価方法の導入 

 コースの質の向上に向けた改善策を講じるため、平成１５年度より、新評価フォーマッ

ト（集団研修実施報告書）を策定し、より客観的な評価方法の導入を開始した。新しい評

価方法においては、研修課題に応じて、研修員が習得すべき具体的な到達目標及びその評

価方法を設定し、各研修員の達成状況をもとにコースの評価を行うこととしている。平成

１５年度下半期においては、１６年度に継続実施を予定しているコース３６２件中３２１

件（８８．７％）について到達目標の設定を行い、これに基づき評価を行う準備を整えた。

 

２．帰国研修員等への各種支援の充実（指標：帰国研修員への支援状況（ソフト型フォローアップ案件実
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施件数）） 

 ソフト型フォローアップ事業として、日本での研修から帰国した研修員が日本で学んだ

知見を共有し発展させるため、研修員自身あるいは所属する政府機関が行うセミナーの開

催や調査研究、教材作成等の活動への協力を行っている。また、帰国研修員への情報支援

や帰国研修員により結成された同窓会に対する支援等も行っている。 

１５年度には、ソフト型フォローアップ事業について帰国研修員による理解を広め制度

を活用してもらうために説明会や情報誌による広報を行ったほか、内部実施体制の強化

（在外事務所長の権限強化と運用の徹底、現地職員用英文版実施要領の整備等）を行った。

この結果、平成１５年度下半期におけるソフト型フォローアップの実績は６５件（通年１

２２件）となり、通年単位で対前年度比１１％増となった。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・集団研修コースに係る評価実施実績と見直しの状況 

・帰国研修員への支援状況（ソフト型フォローアップ案件実施件数） 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

１５年度の全集団研修コースの評価結果にもとづき研修コースの改廃が進

められたとともに、研修コースの評価方法を改善し、また、帰国研修員に対

する支援についても、現地への要員の派遣や広報活動の促進、実施体制の強

化などに取り組み、具体的な改善が認められた。全体として中期計画の実施

に向けて「順調」な状況である。 

 今後、研修内容の評価において専門家による第三者評価を入れることや、

研修カリキュラム・教材の作成においては知識・ノウハウの集約化とも連携

していくことを検討するのが望ましい。  
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.16 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （イ）技術協力（法第１３条第１項第１号） 

（ⅳ）案件に相応しい質の高い専門家・コンサルタントの選定を適正かつ速やかに行う

とともに、その評価を厳正に行い、以後の選定の向上に適確に反映させる。このた

め専門家については、 

● 民間人材を含めた幅広い人材を積極的に活用し、専門家の質の向上に努める。そ

のために、透明かつ適正な手続きによる選定を行う。その一環として、人選基準

を設けるとともに、高度な案件等で関係省庁、有識者等の知見が必要と判断され

る場合には、人選のための委員会を開催する。 

●人材の適正な再活用を念頭においた、人材の業績評価の充実を図る。 

 またコンサルタントについては、 

●コンサルタント選定におけるプロポーザルの記載項目や評価方法を見直し、競争

性を高めるとともに、評価表や評価方法を見直すことによりきめの細かい実績評

価を行い、その結果を以後のコンサルタント選定に活用することで、より案件に

適した質の高いコンサルタントの選定に努める。 

●特に緊急な選定手続きが求められる案件については、コンサルタント選定委員会

の運営を柔軟に行うこと等により、選定の迅速化を進める。 

業務実績 質の高い専門家・コンサルタントの選定を適正かつ速やかに行うため、専門家において

は民間人材の登録者の拡大を図るとともに、コンサルタントについては選定方法の改善策

をとりまとめた。また、緊急案件におけるコンサルタント選定を迅速化した。さらに厳正

な評価と以後の選定に反映させる観点から専門家の業績評価のガイドライン（案）の作成

及びコンサルタント実績評価の改善策を作成した。 

 

1. 民間人材の積極的活用（指標：幅広い人材活用のための取組（民間候補人材の登録者数）、透明かつ適正
な選定手続の整備状況（人選基準の設定、人選のための委員会の実施状況、公示による人選等）） 

（１）民間からの専門家候補者の登録者拡大 

 幅広い人材の確保を目的に、ホームページ上で人材登録ができるようにするとともに、

登録拡大のための広報活動を行い、１５年度下半期の実績としては登録者４，０２９人（平

成１５年９月末時点）が４，６０７人（平成１６年３月末時点）に増加した。 

（２）透明かつ適正な手続きによる選定手続きの整備 

機構が主体的かつ適切に専門家候補者を確保することを目的として、「専門家人選のあ

り方」「専門家人選に係る関係各省庁への協力依頼」「公募の手続について」の３つのガイ

ドラインを作成した。また、関係省庁の協力を得て専門家人選のための審査基準（専門性

と技術力、伝達力、社会性と適応力等）を作成した。なお、人選のための委員会について
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は、平成１５年度下半期に検討が行われた１６年度新規案件に係る人選から制度が導入さ

れたため、平成１６年度以降に必要に応じて開催される予定。 

また、民間人材の活用を拡大するため、従来登録者から抽出した候補者を面接して選考

していた短期派遣専門家については、原則的に公示によって人選を行うこととした結果、

公示案件数（人数）は１４年度には６７件であったが１５年度下半期１０４件、通年１３

９件となり、対前年度比で７２件（人）増加した。 

 

2. 人材の業績評価の充実（指標：・ 人材の業績評価の充実） 

 専門家の実績について適切な評価を行うため、平成１５年度下半期には、これまで実施

してきた「専門家等再活用適性度調査」を見直し、専門家の業績の評価に重点をおく「専

門家等業務実績評価制度（仮称）」を導入することを検討し、同制度に係るガイドライン

案を作成した。新制度では、評価項目の増加、評価対象専門家の拡大、専門家受入れ機関

による評価等を検討しており、平成１６年度には広く在外事務所等からの意見も聴取した

うえでガイドラインの決定、試行的導入を行い、１７年度から本格実施予定。 

 

3. コンサルタント選定方法の改善（指標：コンサルタント選定方法の改善の状況） 

 コンサルタント選定方法の改善のため、１５年度下半期においては以下のような方策の

検討を行った。１６年度以降、順次実施していく予定である。 

業務内容が定型的な一部の事業に関しては価格競争性を高めるため、プロポーザルの技

術評価が僅差の場合に価格要素がより大きく評価される評定方法を導入するとともに、コ

ンサルタントからの提案が重視される事業については、コンサルタントによるプレゼンテ

ーションの評価方法を導入するなど、事業内容に応じたプロポーザル評価方法を検討し

た。 

また、コンサルタント実績評価においては、評価者によって極端な差が出ないように、

採点方法や評価対象、判断基準の明確化を行うとともに、これまで公開してこなかった評

価結果についてコンサルタントへの評価結果の通知などの方策を検討した。 

 

4. 緊急案件における選定の迅速化（指標：緊急案件における選定手続の期間短縮） 

 案件公示から契約締結までの期間は、通常７２日（新規の業務実施契約の平均所要期間）

を要しているが、１５年度上半期に「緊急支援案件」のための契約制度を設計し迅速な選

定を行う体制を整備した。この制度により１５年度下半期に実施した緊急支援案件３件

（すべてイラク関連の予備的な調査）の業務実施契約では、公示から契約までの平均所要

期間は３４．６日となった。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 幅広い人材活用のための取り組み（民間候補人材の登録者数） 

・ 透明かつ適正な選定手続きの整備状況（人選基準の設定、人選のための

委員会の実施状況、公示による人選等） 

・ 人材の業績評価の充実 

・ コンサルタント選定方法の改善の状況 

・ 緊急案件における選定手続の期間短縮 
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評定 評価 

 

Ｂ 

コンサルタント選定方法の改善については一層の早期実施に向けて努力する

ことが望ましいが、専門家人選については審査基準（伝達力・社会性等）・手続

きについて重要な改革が行われ、全体として中期計画の実施に向けて「おおむね

順調」な状況である。 

 今後、策定した取り組みの実効性を注視していくことが必要である。また、コ

ンサルタントへの評価の改善に努めるに当たっては、入札価格との関係で質の低

下を招くことがないよう配慮する必要がある。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.17 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ロ）無償資金協力の実施促進（法第１３条第１項第２号） 

  無償資金協力の実施促進業務については、案件が条約その他の国際約束に基づき適

正かつ効率的に実施されるよう、被援助国側と緊密に協議を行いつつ、その促進に努

めるようにする。その際、情報公開及び事業関係者への迅速な情報提供等を通じた透

明性の一層の向上、調達プロセスにおける競争性及び透明性の一層の確保に留意する。

業務実績 実施促進業務の一層の効率的な実施のため、外務省と機構の役割分担の見直しを行い、

その結果に基づく各種ガイドラインの改定を行った。また、競争性、透明性確保のため標

準書式や入札情報にかかる情報公開の促進を行った。さらに、無償本体事業の適正な実施

および透明性の確保に資するため、外部監査を実施した。 

 

１．効率的な実施促進業務のための取り組み 

 機構の独立行政法人化に伴い、実施促進業務の効率化のため、外務省が従来審査・承認

を行っていた第三国調達・残余金使用・設計変更については機構に委譲された。これを受

けて、機構の実施促進業務の一部（入札図書・事前資格審査報告書・入札評価報告書等の

確認、第三国調達・残余金使用・設計変更に係る審査・承認）について、一括して外務省

に事後報告することとした。また、機構による契約の認証前審査を平成１６年度より廃止

することとした。これらに伴って「無償資金協力ガイドライン」並びに「コンサルタント

業務の手引き」及び「コンサルタント業務資料集」の改定を行った。 

 

２．競争性・透明性の確保のための取り組み 

（１） 競争性の一層の向上のため、入札準備期間を３０日から４５日に延長する措置及

び事前資格審査条件を緩和する（近隣国での実績に限らず、海外全ての実績を対

象とする等）措置に関するガイドラインの変更を行った。 

（２） 事前入札参加資格審査公示例・書類例（英語）の作成及びコンサルタント契約書

フォームの改定を実施し、これらをホームページへ公開した。 

（３） ＪＩＣＡプラザおよび外務省ホームページにおいて、契約の認証後、入札予定価

格の公表を行った。 

（４） 第２次ＯＤＡ改革懇談会最終報告、外務省１０の改革及び外務省を変える会最終

報告の提言を踏まえ、平成１５年度より外部監査が導入された。無償資金協力に

係る監査については、平成１５年度下半期にアジア（１件）、アフリカ（２件）、

大洋州地域（1件）の１５年度終了案件を対象に技術監査を実施した。 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・事業の透明性及び調達プロセスにおける競争性及び透明性の向上の実績 
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評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

 各種ガイドラインの改定を行うととともに、事前入札参加資格審査公示

例・書類例のホームページ上の公開等、透明性の確保のための情報公開にも

進捗が認められ、全体として中期計画の実施に向けて「順調」な状況といえ

る。 

 今後も、可能な限り、実施促進業務の効率化による成果、競争性や透明性

の向上のために執った措置がもたらす効果についての実績を明らかにするよ

う努めていくことが必要である。 

 



 

 49

独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.18 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ハ）国民等の協力活動（法第１３条第１項第３号） 

（ⅰ）本号に基づく青年海外協力隊、シニア海外ボランティア、草の根技術協力等の業務

については、国民の発意が出来る限り反映されるよう、業務を充実させる。 

業務実績  ボランティア活動等を志望する国民にとってより参加しやすい事業とするため、青年海

外協力隊等のボランティア事業について参加方法の多様化のための基本方針を作成する

とともに、草の根技術協力事業については積極的な説明会の実施や手続きの迅速化に努め

た。 

 

1. ボランティア事業の充実（指標：参加方法の多様化の実績、ボランティア事業への参加者数） 

 海外の協力活動に参加したいという多くの国民の希望に応えるため、１５年度下半期に

は青年海外協力隊及びシニア海外ボランティアの事業全体を見直し、事業を充実させるた

めの基本的な方針を以下のとおり作成した。１６年度から制度や運用面での詳細な検討を

行い、順次実施に移していく予定。 

・国内の参加ニーズを踏まえた派遣計画を策定する。 

・課題及びプログラム単位で中期的な国別派遣計画を策定した上で、右計画に沿った

者の確保を行う。 

・ボランティアとして適切な処遇制度を検討する。 

・原則２年間（あるいは１年間）となっている派遣期間を見直し、希望者が参加しや

すくかつ途上国側のニーズにも対応できる短期派遣制度を策定する。 

 

１５年度（通年）のボランティア事業への参加者数は１，６８２人（青年海外協力隊、

シニア海外ボランティア等の合計数、１５年度下半期１，１２２人）であり、１４年度に

比して１０名の減少（０．６％減）となった。減少の原因としては、派遣国の治安状況の

一時的な悪化により出発時期を遅らせたケース（ウズベキスタン協力隊員：8 名）、や、

出発直前に辞退や延期を申し出る者が複数名（シニア海外ボランティア：３名）発生した

ことなどである。 

 

2. 草の根技術協力事業の充実（指標：草の根技術協力事業等の実績） 

 草の根技術協力事業は、ＮＧＯとの連携により実施する「草の根協力支援型・草の根パ

ートナー型」、及び地方自治体との連携により実施する「地域提案型」がある。平成１５

年度には、地方自治体やＮＧＯからの要望に応え、事業への参加を容易にするため、各事

業の対象を明確化するとともに応募から契約締結までの手続きを迅速化した。 

具体的には、募集要項の改訂（事業の趣旨、事業形態、対象団体・資格要件、対象分野・
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重視される事業内容等の明確化）、事業説明リーフレットの作成、各国内機関による説明

会の実施などを行った。また、草の根パートナー型について、審査期間は２ヶ月以内を遵

守し、採択内定を通知したうえで、相手国の了承取り付け、実施のための契約締結まで迅

速に手続きを進めた。 

平成１５年度（通年）に契約締結を経て事業を開始した案件数は、１１２件（地域提案

型、草の根協力支援型、草の根パートナー型の合計）となった。 

 

３．その他の取り組み 

中南米の日系社会の人材育成とともに当該国・地域に貢献することを目的とし、日系研

修員１４２名に対して本邦で技術研修を行った。また、中南米の日系社会を対象に、優秀

な技術と豊かな経験に加えてボランティア精神を持つ日本の中高年齢層（４０～６９歳）

を日系社会シニアボランティアとして２４名、優秀な技術とボランティア精神を持つ日本

の青年（２０～３９歳）を日系社会青年ボランティアとして４６名派遣した。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・参加方法の多様化の実績 

・ボランティア事業への参加者数 

・草の根技術協力事業等の実績 

評定 評価 

 

Ｂ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

ボランティア事業の充実に向けての方針が作成されるとともに、草の根技

術協力事業等についても手続き整備を行っており、全体として中期計画の実

施に向けて「おおむね順調」な状況といえる。 

なお、ウズベキスタンにおける治安状況の悪化等、ボランティア事業への

参加者数が減少した状況は理解できるが、今後は、取り組みの成果として参

加者数が増加していくよう努力していく必要がある。また、より多くの市民

参加に向けて、草の根技術協力事業等については地方自治体やＮＧＯとの意

思疎通を一層活性化させていくことを期待する。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.19 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ハ）国民等の協力活動（法第１３条第１項第３号） 

（ⅱ）青年海外協力隊員等については、引き続き適格な人材の確保に努め、派遣者への

サポートの充実を図る。さらに、これらの事業への参加環境の改善のために必要な

措置を講ずる。具体的には、 

●青年海外協力隊等については、適格人材の確保のために地方公共団体等組織を通

じた募集や登録制度の積極的な活用を行い、また技術補完研修の充実を図る。サ

ポートについては、医療及び交通安全対策の充実等を行う。さらに、国民の当該

事業への参加を推進し、現職参加制度を充実させるとともに、特に帰国後の隊員

については、その進路対策の充実について必要な措置を講ずる。 

業務実績  青年海外協力隊等について、適格な人材の確保のための教員の現職参加の推進や条件付

登録制度の導入等の取り組み、派遣者への医療・交通安全面でのサポートの充実、並びに

参加環境改善のためのアンケート等調査等を実施した。 

 

１．適格な人材の確保 

（１）地方公共団体等を通じた募集（指標：地方公共団体等を通じた募集の実績（現職教員特別参加制度

への応募状況等）） 

 青年海外協力隊への教員の現職参加を促進するため、平成１３年度に創設された「現職

教員特別参加制度」の知名度を高め、関係者の理解を得るための取り組みを行った。具体

的には、平成１６年度の春募集に向け、文部科学省と連携して共同でパンフレットを作成

し、全国の教育委員会及び学校に送付した。また、各国内機関においては、ボランティア

出発時の自治体表敬などの際、この制度による応募の勧奨を依頼した。 

また、地方公務員の現職参加に必要な「派遣条例」については、４７都道府県は全て同

条例を制定しているが、市町村レベルでは全体の１割の２９０の自治体が条例を制定して

いるにすぎない。このため、総務省と連携をとり、市町村の自治体首長あてに「派遣条例」

の制定をお願いする依頼状を送付し、地方公務員の協力隊参加の促進に取り組んだ。 

 

（２）登録制度の積極的な活用（指標：登録者数） 

青年海外協力隊の登録制度のあり方を見直し、次の方策を策定した。 

• 第一次選考合格者を全て登録者とし、在外事務所が登録者の資質にあった新たな要

請を開拓する。 

• 健康診断の結果、一定期間の治療（療養）を経れば問題なく赴任できる者を対象と

して、健康条件付登録制度を設ける。 

 このうち、健康条件付登録制度については、平成１５年度春募集を対象に試行的に導入
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した結果、有効な結果を得たので、平成１５年度秋募集から本格的に制度を導入した。健

康条件付登録をした８２名のうち２３名が平成１６年３月末時点で健康条件をクリアし、

派遣国の確定を待っている状況にある。この成果もあって、平成１５年度下半期に２４１

人の新規の登録があり、登録者数は通年で４２９名、対前年比２７％増となった。 

 

（３）技術補完研修の充実（指標：技術補完研修の対象者・内容・期間の見直し） 

 青年海外協力隊の選考合格者のうち、基礎的な知識・技能はあるが実務経験が少ない者

について、現場での活動に必要な知識・技能・経験を補完的に習得させることを目的とし

て、技術補完研修を実施している。現在実施している短期・集合型の２５コースについて、

対象者（職種）、研修項目、実施に至った経緯、研修生に対する有益性、問題点について

とりまとめを行い、８コースについて見直しを行うこととした。うち、１５年度下半期に

は３コースについて対象職種や日程の見直しを行い、残りは１６年度に具体的な見直しを

行うこととした。 

 

２．医療及び交通安全対策の充実（指標：医療及び交通安全対策の実施状況） 

 協力隊員及びシニア海外ボランティアの健康管理のサポート体制を強化するため、健康

管理員（看護士等）の未派遣国への新規派遣について、各国の医療・生活環境状況や事業

内容等を勘案して中期的な健康管理員配置計画を策定した。また、同計画に基づき、平成

１５年度下半期には新規にタイ、ブルキナファソ、モンゴル、及びヨルダンの４カ国に健

康管理員を配置した（同年度上半期には新規にドミニカ共和国、グアテマラ、及びアフガ

ニスタンの３カ国に派遣しており、１５年度通年では７カ国）。 

 交通安全対策については、交通安全に関する情報・経験のボランティア間での共有、及

び交通安全委員会の設置等に努めてきた。その結果、平成１５年度後半において、シニア

海外ボランティア派遣国のうち４ヶ国（パプアニューギニア、フィジー、パラオ、ガーナ）

において交通安全委員会が新たに設置された（通年ではブータン、ドミニカ共和国を加え

た６カ国）。また、他のシニア海外ボランティア派遣国においても、委員会の形をとって

はいないものの、ボランティアによる交通安全に関する情報交換等が実施された。 

 

３．参加環境の改善（指標：進路対策に関する帰国ボランティアの満足） 

平成１５年度下半期には青年海外協力隊の帰国者の進路対策支援の充実を図るため、支

援制度の見直しや進路選択に関する制度構築を検討した。具体的には、帰国隊員及び進路

相談カウンセラーから支援制度の改善に関する意見を聴取し、メーリングリストを利用し

た情報共有の向上などが提案されたほか、国際機関を志願する隊員のキャリアアップ支援

（ＪＰＯセミナーの開催等）及び企業の求める人材の把握のための調査に着手した。 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・地方公共団体等を通じた募集の実績（現職教員特別参加制度への応募状況

等） 

・登録者数 

・技術補完研修の対象者・内容・期間の見直し 
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  ・医療及び交通安全対策の実施状況 

・進路対策に関する帰国ボランティアの満足 

評定 評価 

 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

適格人材の確保、医療及び交通安全対策、そして参加環境改善と具体的な

対応がなされており、このまま成果が期待できることから、全体として中期

計画の実施に向けて「順調」な状況である。特に青年海外協力隊の健康条件

付登録制度の導入などは有効な取り組みであった。 

 今回に着手した取り組みは来年度以降に本格化することから、今後、青年

海外協力隊の登録者数の更なる増加等が期待される。また、安全対策等や帰

国ボランティアの進路対策支援にも一層の改善努力を望みたい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

  No.20 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ハ）国民等の協力活動（法第１３条第１項第３号 

（ⅲ）機動性を有するＮＧＯ等を担い手とした事業を実施することは、現地の実情に一

層合致したより適正かつ効果的な技術の移転に資するものである。このような観点

から、草の根技術協力事業の実施に当たっては、開発途上地域の人々の生活改善・

生計向上に直接役立つ基礎生活分野を中心として、政府対政府による国際協力事業

では十分手が届き難い、草の根レベルのきめ細やかな協力を行うものとする。また、

幅広い国民の参加が得られるよう、主体的な発意が尊重されるよう配慮するととも

に、手続きの更なる迅速化に心がけるものとする。具体的には、 

●幅広い国民から、事業の趣旨に合致した応募が得られるよう、事業例等につきわ

かりやすい形での説明に努める。 

●国民の主体的な発意が尊重され、かつ現地の実情に合致した協力が実施できるよ

う、対象協力地域に関する情報提供を行う。 

●手続きの簡素化・迅速化のため、応募受付や経理処理等における事務合理化を行

う。 

さらに、地域奉仕団体、職域団体、社会教育関係団体などの様々な団体・個人が

発意し、自ら取り組む多様な手作りの国際協力の試みに対し、側面的な支援サービ

スを提供する。このために、国内と海外の支援体制を充実させるとともに、市民参

加協力支援事業を推進する。 

また、国民の理解促進を図る上で、職員、専門家、青年海外協力隊等国際協力

の経験者が国民に体験を還元する機会を充実させるとともに、国内機関を活用し

て、地域に密着した活動を積極的に行う。 

業務実績  草の根技術協力事業について、ホームページでの事業内容・事業例等のわかりやすい形

での説明に努めたほか、応募相談や情報提供依頼に積極的に応じた。また、事業実施に際

し必要な対象各国の情報提供を行うとともに、ＮＧＯ等からの提言を受け事務合理化を行

い、手続きの簡素化・迅速化を図った。 

 また、地域奉仕団体など様々な団体・個人が発意し、自ら取り組む国際協力の試みに対

し、側面的な支援サービスを提供する観点から、国際協力推進員の配置やＮＧＯ-ＪＩＣ

Ａジャパンデスクの設置など、国内外の支援体制を充実させる一方で、市民参加協力支援

事業を積極的に推進した。 

 更に、国際協力出前講座など、国際協力の経験者が国民に体験を還元する機会の充実に

努めたほか、自治体・国際交流協会等の共催により、地域に密着した活動の推進に取り組

んだ。 
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１．草の根技術協力事業にかかる説明・相談等（指標：草の根技術協力事業への理解を得るための取り

組み状況） 

 毎月のＮＧＯ-ＪＩＣＡ連携事業検討会でのＮＧＯ側との意見交換に基づき、募集要項

を改訂し、本事業の趣旨や対象分野・重視される事業内容等を更に明確にしたほか、本事

業に関する簡易なリーフレットを作成し、事業の広報に活用した。 

 応募相談や情報提供依頼については、本部のみならず、国内の国際センターや在外事務

所に設置したＮＧＯ-ＪＩＣＡジャパンデスクが窓口となって積極的に応じ、１５年度下

半期に１,７８７件の応募相談・依頼を受け付けた。また、ホームページにおいて、募集

要項、本事業実施のための手引きや、実施中の案件の案件概要や活動の写真等を掲載する

など掲載内容を改善した結果、下半期のアクセス数が５３，５２６件（平成１５年度通年

８８,８５７件）となり、通年単位で前年度比４.４％の増加となった。 

 

２．草の根技術協力事業の対象協力地域に関する情報提供（指標：NGO 等が活動するために必要な

情報を整備した国数） 

 １５年度下半期には、これまで草の根技術協力事業の実績のある１１カ国（インドネシ

ア、東ティモ-ル、フィリピン、ベトナム、カンボジア、ミャンマー、スリランカ、ネパ

ール、ブラジル、アフガニスタン、南アフリカ共和国）について、事業の実施にかかる相

手国からの了承の取り付け方法、相手国における NGO 登録等の要否、これら手続きのため

の概ねの所要時間など、協力を実施する上で必要な情報を取り纏め、ホームページに掲載

した。 

 

３．草の根技術協力事業の事務合理化（指標：合理化案計画と、実施・進捗状況） 

 ＮＧＯ-ＪＩＣＡ定期協議会（四半期毎）及びその下部機関であるＮＧＯ-ＪＩＣＡ連携

事業検討会（毎月）を開催し、草の根技術協力事業の手続きの簡素化・迅速化のため、NGO

側からの提言を受け、１）事務処理、２）会計監理、３）募集要項及び実施の手引き、４）

連絡・報告体制、５）連携のあり方、６）管理体制について、改善のための検討をした。

その結果、例えば、草の根パートナー型支援においては１５年度にはプロポーザル審査期

間（採択内定まで）を４ヶ月から２ヶ月に短縮、活動内容の変更に伴う契約変更等への柔

軟な対応、募集要項・経費関係書類の電子データによる公開、連絡先・書類提出先の一元

化等の措置を講じた。また、以上の会議の議事録を公開するとともに、事業にかかる意見・

提言を一般から広く受け付けるホームページを開設した。 

 

４．国際協力の試みに対する支援体制の充実等 

（１）国内外の支援体制の充実（指標：国際協力推進員配置自治体数、NGO-JICA ジャパンデスク設置国数）

 国内においては、１５年度下半期に新たに６つの地方自治体に各１名の国際協力推進員

を配置し、主にこれら地域に在住する団体・個人が国際協力に参加する際の支援体制を強

化した。なお、これにより国際協力推進員を配置した自治体は計５１自治体となった（対

前年度比１３％増）。 

 他方、海外においては、日本のＮＧＯ等市民団体に対する各種情報提供や、開発途上国
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の現地ＮＧＯとのネットワーク形成にかかる支援などを目的とするＮＧＯ-ＪＩＣＡジャ

パンデスクを、東ティモール、ブラジル、スリランカの３カ国（通年１２カ国）に新設し、

その設置国数の合計は１７カ国となった（対前年度比１２カ国増）。 

（２）市民参加協力支援事業の推進（指標：市民参加協力支援事業の実施状況）  

 国内各地において地域の団体の発意を生かし、市民が直接国際協力に携わる新たな機会

を提供するため、セミナー、ワークショップその他の活動を支援する市民参加協力支援事

業の推進を図った。各自治体への国際協力推進員の配置を進めてきたことなど支援体制の

充実が反映され、事業への要望は増加の傾向にあり、平成１５年度下半期で１１８件（通

年１６２件、平成１４年度通年７１件）の事業を支援した。 

 

５．国際協力の体験を還元する機会の充実等 

（１）国際協力の体験を還元する機会の充実（指標：国際協力経験者による体験還元の実績（出前講座

数）） 

 職員や青年海外協力隊ＯＢ・ＯＧなどの国際協力経験者を教育現場を中心に派遣し、講

義を通じてその体験を学生・教師などの市民に伝える「国際協力出前講座」について、講

座の様子をホームページで紹介するなど、広報活動を拡充した。その結果、教育現場など

からの要望が増え、下半期で１，２７６件（通年では２，１７８件、１４年度に比べ１２％

増）の出前講座を実施した。 

（２）地域に密着した活動の推進（指標：自治体、国際交流協会、NGO 等と共催する事業の実施状況） 

 国内各地で地方自治体、国際交流協会、ＮＧＯ等との関係を強化し、これら団体との共

催や後援として協力することにより、市民講座や研修などの各種事業を積極的に支援し

た。その結果、上記市民参加協力支援事業として実施したものも含め、下半期に１９０件

（通年では３０２件、１４年度比４３％増）の支援を行った。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 草の根技術協力事業への理解を得るための取り組み状況 

・ NGO 等が活動するために必要な情報を整備した国数 

・ 合理化案計画と、実施・進捗状況 

・ 国際協力推進員配置自治体数 

・ NGO-JICA ジャパンデスク設置国数 

・ 市民参加協力支援事業の実施状況 

・ 国際協力経験者による体験還元の実績（出前講座数） 

・ 自治体、国際交流協会、NGO 等と共催する事業の実施状況 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

各種情報提供、事務の合理化、そして団体・個人が自ら取り組む国際協力

への支援制度が整備され、実際に機能していることが数値で確認されており、

全体として中期計画の実施に向けて「順調」な状況である。 

今後ともＮＧＯを始めとして地方自治体、国際交流協会等との連携を一層

推進していくことが必要である。特に、ＮＧＯ－ＪＩＣＡジャパンデスクの

設置は注目できるので、その活動の実績データを提供することを期待する。
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.21 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ハ）国民等の協力活動（法第１３条第１項第３号） 

（ⅳ）開発援助に関する意識を国民の間に育てることを目的として、開発教育支援を充

実させる。具体的には、 

●講師の派遣や視察プログラムなどを通じ、「総合的な学習の時間」での取り組みな

ど教育現場との連携を強化する。 

●開発教育において重要な役割をになう教員に対し、開発課題等への理解を促進す

るためのプログラムを充実させる。 

業務実績  開発教育支援の観点から、出前講座の紹介等ホームページの充実等を実施した結果、ホ

ームページアクセス数や出前講座数の要望が増加した（出前講座数は対前年度比で１２％

増加）。また、開発教育の指導者を対象とした研修についても対前年度比４２％増となっ

た。 

 

１．教育現場との連携強化 

（１）国際協力経験者による体験の還元（指標：国際協力経験者による体験還元の実績（出前講座数）（再

掲） 

職員や青年海外協力隊ＯＢ・ＯＧなどの国際協力経験者を教育現場を中心に派遣し、講

義を通じてその体験を学生・教師などの市民に伝える「国際協力出前講座」について、講

座の様子をホームページで紹介するなど、広報活動を拡充した。その結果、教育現場など

からの要望が増え、下半期で１，２７６件（通年では２，１７８件、１４年度に比べ１２％

増）の出前講座を実施した。 

（２）本部・国際センターでの学生・生徒への対応（指標：国内機関・本部を訪問した学校数） 

修学旅行生や学生等による機構の本部・国際センター等の訪問に対し、若手職員等が交

代で国際協力事業の説明などを行っている。平成１５年度下半期は３２６校（８，３１２

人）あった。通年では８７３校（１９，６３８人）、学校数の対前年度比は４％増となっ

た。 

（３）開発教育に関する情報提供の充実（指標：開発教育に関する JICA ホームページへのアクセス数）

 開発教育の観点で教育現場からの求めに応えるため、環境、人口問題、貧困等、地球上

の様々な問題を紹介し、自分達に何ができるのかを一緒に考えていくコンテンツ「ぼくら

地球調査隊」をホームページ上に掲載した。この他、ホームページのリニューアル及び新

たなコンテンツ追加により、開発教育ウェブサイトのトップページへのアクセス数は、１

５年度下半期３３，２３２件（通年５５，６１５件、１４年度に比べ１５％増）となった。

 

２．開発課題等への理解の促進 
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（１）教員の国際協力現場の理解促進（指標：教員の国際協力現場への派遣実績） 

教員が国際協力現場を訪問することにより、途上国問題への理解を深め開発教育に役立

ててもらうため、従来より中学・高校教師を対象に教員派遣を実施してきた。１５年度に

は対象を小学校教員にも広げることとし、計９チーム１２６名（１４年度８９名）を派遣

した。（中期目標期間の目標は１５年度の実績を基準とする）。 

（２）開発教育指導者への研修の拡充（指標：開発教育に関する研修参加人数） 

主に教員を対象とした開発教育の担い手養成研修を１５年度下半期に２２件実施、延べ

９８９人の参加を得た。通年では延べ２，１１８人（４６件）、対前年度比４２％増とな

った。なお、これまでの研修の成果として教員を中心とした参加者によるネットワークが

形成されてきた地域もある（例：Ｄ－Ｎｅｔ（札幌）、みやぎ開発教育ネットワーク、い

しかわ地球市民を考える会等）。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 国際協力経験者による体験還元の実績（出前講座数）（再掲） 

・ 国内機関・本部を訪問した学校数 

・ 開発教育に関する JICA ホームページへのアクセス数 

・ 教員の国際協力現場への派遣実績 

・ 開発教育に関する研修参加人数 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

 国際協力出前講座数、訪問のあった学校数、そして開発教育指導者研修へ

の参加者数も増加しており、全体として中期計画の実施に向けて「順調」な

状況である。様々な仕組みが整備され、それが機能していることが確認され

ている。 

 今後もＮＧＯ、地方自治体、地域国際化協会、そして教育委員会等と連携

しながら開発教育支援を推進していくことが重要である。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.22 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ニ）海外移住（法第１３条第１項第４号） 

   本事業を推進するにあたっては、我が国から中南米地域等へ渡航した海外移住者の

生活の定着・安定を側面から支援するものであるとの認識をもって臨むとともに、特

に開発途上地域における移住者支援業務は経済協力の目的をもあわせもつことに鑑

み、経済・技術協力業務との十分な連携を図りつつ、移住者の属する地域の開発に資

するよう留意するものとする。事業の実施に当たっては、移住者の定着・安定化を見

つつ、重点化を図る。 

業務実績  移住事業の重点化を図るため、日系団体が運営する各種事業への助成では高齢者福祉、

日本語教育を中心とした分野の支援を行うとともに、将来の日系社会を担うリーダー育

成を支援した。また、一般の経済・技術協力の枠組みのなかで日系社会の支援を合わせ

て行っていくため、経済・技術協力事業との連携を進めた。 

 

１．事業の重点化（指標：重点化の状況（海外の日系団体への助成事業、日系社会リーダー育成事業の実施状

況） 

海外移住事業費の総額は１４年度実績８９４百万円から１５年度実績５８５百万円と

減少傾向にある。その中で重点化の対象としているのは日系団体支援（とくに医療衛生

と日本語教育）及び日系社会リーダー育成である。日系団体への支援については１４年

度３２０百万円から１５年度２２５百万円と減少しているが、その中で医療衛生と日本

語教育の割合は５１％から６６％に伸びている。また、日系社会リーダー育成について

は、平成１２年度に開始し、受入は順調に推移し、１４年度７４百万円から１５年度９

２百万円に増加している。 

 なお、それぞれの内容は以下のとおり。 

● 海外の日系団体への支援については、平成１５年度には、移住者に一層の自助努

力を明確に求めつつ、移住者団体が行う医療衛生や日本語教育を中心とした事業

に対して合計４８団体の助成を行った。高齢者福祉においては、パラグアイ、ボ

リビアの移住地にある５診療所の運営にあたる中心的な人材を日本に招へいし、

移住者の高齢化に伴う診療所機能の見直し、自立に向けた今後のアクションプラ

ンの作成について協議した。また、日本語教育においては、中南米の現地日本語

教師のレベルアップ、ネットワーク強化を図るため、ブエノスアイレスで開催さ

れた「汎米日本語教師合同研修会」経費の助成及び講師の派遣を行った。 

● 日系社会リーダー育成事業の対象として、平成１５年度には、新規に１４名を受

け入れた。 
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２． 経済・技術協力との連携（指標：経済技術協力との連携の実績） 

経済・技術協力の枠組みの中で日系社会の支援を合わせて行っていくことを目的とし

て、以下の協力を行った。 

● アルゼンチン、ボリビア、パラグアイ、ブラジル、ペルー、ドミニカ共和国にお

いて、日系社会が裨益する農業、保健医療等分野の事業を１８件実施した（１４

年度：１６件）。 

● 中南米の日系社会の人材育成とともに当該国・地域に貢献することを目的とし、

日系研修員１４２名に対して本邦で技術研修を行った。 

● 中南米の日系社会を対象に、優秀な技術と豊かな経験に加えてボランティア精神

を持つ日本の中高年齢層（４０～６９歳）を日系社会シニアボランティアとして

２４名、優秀な技術とボランティア精神を持つ日本の青年（２０～３９歳）を日

系社会青年ボランティアとして４６名派遣した。 

３．その他の取り組み 

横浜国際センター海外移住資料館(平成１４年１０月開館)の入館者実績は平成１５年

度に１７，８３０人（１日当たり平均５７人）となっている。展示をより魅力あるもの

とするため、初めての企画展「マツリ展～外国文化になった日本の祭」を開催した（開

催期間：平成１６年３月～同年５月）。 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定

する。 

評定方法 

 ・重点化の状況（海外の日系団体への助成事業、日系社会リーダー育成事業）

・経済技術協力との連携の実績 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

 高齢者福祉及び日本語教育分野を重点とする事業の実施が進んでおり、経

済技術協力との連携にも実績が認められることから、全体として中期計画の

実施に向けて「順調」な状況である。 

 引き続き、助成においては重点化を進め、助成条件の適正化や審査・採択

の客観性を確保していくことが重要である。平成１７年度末で廃止される移

住投融資事業についても、コスト・リスク管理を的確に実施していくことが

求められる。重点化に当たっては移住者の高齢化に対応し、将来の日系社会

を担うリーダーの育成に配慮する必要がある。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.23 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ホ）災害援助等協力事業（法第１３条第１項第５号及び第２項） 

   開発途上地域等における大規模災害による被災者救済のため、国際緊急援助隊派遣

及び緊急援助物資供与の迅速、効率的かつ効果的な実施を図る。 

（i）緊急援助隊派遣の実施にあたっては、平時より必要機材・物資の備蓄体制を整備

するとともに、隊員の訓練・研修の充実を図り、緊急時に迅速、効果的かつ効率的

な緊急援助活動が可能になるよう努める。また、緊急時に円滑な対応を行うため、

体制整備、訓練、研修等の実施につき、主務大臣との意思疎通を図ることとする。

（ii）緊急援助物資供与の実施にあたっては、被災規模、被災国のニーズ等を勘案の上、

適切な規模及び内容の援助を行う。また援助物資供与後、被供与国の物資活用状況

等についてのフォローアップを行い、今後の業務実施の改善に役立てるものとする。

また、ＮＧＯとの連携等により、緊急援助物資がより迅速かつ効果的に被災民の手

に届くよう努める。 

業務実績 国際緊急援助隊の派遣については、迅速かつ効果的な緊急援助活動を実施するため、被

災国からの要請にもとづく主務大臣からの指示を受けてから迅速に出発する体制づくり

を行うとともに、緊急援助隊登録者の研修・訓練の充実を図った。 

 

１．国際緊急援助隊の派遣 

（１）緊急援助隊の迅速な派遣（指標：備蓄体制の整備状況、指示後 24 時間以内の救助チーム派遣と 48 時間

以内の医療チーム派遣数の割合） 

 国際緊急援助隊は、主務大臣からの指示後２４時間以内の救助チーム派遣と４８時間

以内の医療チーム派遣を目指している。平成１５年度下半期に派遣されたチーム２件の実

績は、イラン地震（平成１５年１２月）の医療チーム派遣は１０時間、モロッコ地震（平

成１６年２月）の救助チームの派遣は１２時間と、いずれも目標時間以内に出発させるこ

とができた（達成率１００％）。 

なお、これらの派遣が命令後極めて素早くできた背景には、被災現場が首都から離れた

地域であり、被災国政府の情報収集に時間を要したことから、要請の発出がなされるまで

の時間を利用して、機構として適切な準備を実施したことがある。 

 また、国際緊急援助隊救助チーム及び医療チームの迅速な派遣のために、成田空港の倉

庫に携行機材を備蓄しており、平成１５年度は備蓄している機材の内容について専門家の

意見を反映させて改善に努め、また機材の保管状況の総点検を実施した。 

 

（２）研修・訓練の実施状況（指標：訓練の実施及び研修・訓練を反映した救助活動の実施） 

 研修・訓練は救助関係者、医療関係者、業務調整員に区分して実施しており、平成１５
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年度下半期の実績は以下のとおり。 

・救助関係者：リーダー研修（３０名） 

・医療関係者：導入研修（４６名）、中級研修（２１０名） 

・業務調整員：業務調整員研修（機構職員７４名、青年海外協力隊ＯＢ４５名） 

研修訓練の質的向上のためには救助活動に関する国際的な動向の把握が不可欠であり、

国連人道問題調整事務所（ＵＮＯＣＨＡ）と外務省と協力して国際捜索救助諮問グループ

（ＩＮＳＡＲＡＧ）の地域国際会議（神戸）を開催し、収集した情報を救助チームリーダ

ー研修に反映させた。 

 これらの研修・訓練の成果の一つとして、当該期間に派遣された２チームは、国連人道

問題調整事務所の現地業務調整センター（ＯＳＯＣＣ：On Site Operations Coordinating 

Center)と密接に連携しつつ活動し、国連の方針に沿った活動を展開できた。 

 

２．緊急援助物資供与 

（１）適切な物資供与の実施と業務改善の状況（指標：適切な規模及び内容の物資供与の実施、及びフォ

ローアップの実施状況と業務改善の実施状況） 

 平成１５年度下半期の実績としては、６カ国（フィリピン・地すべり、イラン・地震、

インドネシア・地震、モロッコ・地震、マダガスカル・サイクロン、イラク・洪水）に計

８件の物資供与を行った。物資供与の規模及び内容の決定においては、要請書のみならず

在外事務所や国連人道問題調整事務所（UNOCHA）からの情報も参考に適切な規模及び内容

となるよう努めた。また、実施後のフォローアップとして、物資の配布状況、ニーズとの

整合性の確認、並びに現地での報道振りなどについて在外事務所を通じて調査しており、

物資送付先について改善をはかった。迅速な手続きの実施についても努力しており、フィ

リピンへの物資は諸外国からの援助物資の中で最初に到着した。 

 

（２）ＮＧＯとの連携の実施状況（指標：NGO との連携の実施状況） 

 ＮＧＯとの連携を進めるため、平成１５年度下半期についてはジャパンプラットフォー

ムと外務省が開催する人道緊急援助(医療セクター）に係るセミナー及びシンポジウムに

協力した。この作業を通じて、ジャパンプラットフォームと意見交換が進み今後この関係

を更に発展させることが重要であるとの共通認識を確保した。また、イラン地震において

支援を実施したジャパンプラットフォーム関連のＮＧＯの報告会にも参加し、情報共有を

行った。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 備蓄体制の整備状況 

・ 指示後 24 時間以内の救助チーム派遣と 48 時間以内の医療チーム派遣数

の割合 

・ 訓練の実施及び研修・訓練を反映した救助活動の実施 

・ 適切な規模及び内容の物資供与の実施、及びフォローアップの実施状況

と業務改善の実施状況 

・ NGO との連携の実施状況 
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評定 評価 

 

Ａ 

２件（イラン地震、モロッコ地震）の緊急援助隊の派遣について極めて迅

速に派遣され、訓練・研修も改善が認められた。また、緊急援助物資供与や

ＮＧＯ連携についても十分な体制が整えられており、全体として中期計画の

実施に向けて「順調」な状況である。 

引き続き、顔の見える国際協力として一層の充実に期待する。  
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.24 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ヘ）人材養成確保（法第１３条第１項第６号） 

国際協力に係る優れた人材の養成及び確保は、広く技術協力事業全般の基盤の根幹

をなすものであり、また、我が国技術協力の質的向上に直接関連するものである。こ

のため、公募、登録、確保及び養成研修の充実を図り、専門家等登録件数を増やすよ

う努める。そのため、以下の措置を講ずる。 

●国際協力人材センターにおいて、国際協力への参加機会に関する情報提供、相談業

務、及び人材育成機会に関する情報提供を効果的に行う。 

●ニーズに応じた弾力的な人材養成を行うため、専門家ニーズの把握に努めるととも

に専門家養成研修の研修内容の見直しを行う。 

●人材育成を更に幅広く行うため、インターンシップ制度、ＮＧＯ人材育成プログラ

ム、国際援助研究機関・大学との連携講座等を推進する。 

業務実績 １．国際協力人材センターによる専門家人材の公募、登録の推進 

（１）国際協力人材センターの体制整備（指標：国際協力人材センターの体制整備状況） 

第２次ＯＤＡ改革懇談会の提言を受け、国際協力を志す人材をオールジャパンとして有

効活用するため、国際協力人材センターを設置した。平成１５年度１０月にホームページ

を通じた人材募集情報や研修セミナー情報の提供、人材登録サービス、相談業務に係るサ

ービスを開始した。 

（２）情報提供件数、情報提供制度の利用者数（指標：情報提供件数、情報提供制度の利用者数） 

 国際協力人材センターのホームページでは、様々な団体が実施する国際協力に関する情

報を提供するために、ＮＧＯや公益法人等に広く協力を呼びかけた。その結果、平成１５

年１０月以降、７０団体による求人情報９４件及び研修・セミナー情報７７件を掲載する

ことができた。また、ＪＩＣＡ事業については求人情報１７１件、研修・セミナー情報１

６件を掲載した。 

 これらの情報提供制度の利用者数は、平成１５年１０月以降、延べ１０６，５７１人が

人材センターを利用した。主なサービスとそれぞれの利用実績値は以下のとおり。 

求人情報利用者数（アクセス件数）          ６４，２０７件 

研修・セミナー情報利用者数（アクセス件数） １５，０７６件 

メール配信サービス（登録者数）       ２，４４８件  

相談サービス（利用者数）                       １００件            

（３）専門家等登録件数（指標：専門家等登録件数） 

 国際協力人材登録制度は、国際協力に関する知見と経験を有する既存の援助人材を確保

し、機構だけではなくオールジャパンの国際協力人材バンクとして活用されることを目的

としている。今期については、登録手続きをホームページ上で出来るようにして利便性の
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向上を図るとともに、国際協力関連イベント等を通じて登録制度の広報を行い、登録者数

の拡大を図った。その結果、平成１４年度末の登録者数３，３５２人に対し、１５年度通

年で１，２５５人増（１５年度下半期では５７８人増）となり、平成１５年度末の総登録

者数は４，６０７人となった。 

 

２．専門家養成研修の見直しと充実（指標：研修内容の見直しの実施状況） 

 機構は、開発途上国において技術移転を行う技術協力専門家や、将来国際協力分野での

活躍を希望する若手人材等を対象にして、それぞれのニーズに応じた各種の研修を行って

いる。平成１５年度においては、専門家養成研修コースの改廃及び個人型研修プログラム

の統合を行った。 

（１）専門家養成研修の見直し 

 技術協力専門家の希望者が必要な知識や手法等を修得するため、８週間の「技術協力専

門家養成研修」を実施している。平成１５年度に実施した１６分野１７コースについて、

関係者へのアンケート及びヒアリング等を行い、平成１６年度実施へ向けた見直しを行っ

た。各コースの応募状況、受講生の専門家等としての活用状況等を検討し、１７コースの

うち４コース(海洋環境保全、技術教育・職業訓練等)について休止又は他コースと統合し、

４コース(復興支援初級、ガバナンス等)を新規に開設することとした。 

（２）個人型研修プログラムの見直し 

技術協力専門家等を目指す若手人材に対する個人型の研修プログラムとして、従来実施

していた複数の制度(「ジュニア専門員フェーズ２制度」、「キャリアプログレス制度」及

び「専門家育成個人研修制度」)を「専門家養成個人研修」として統合した。統合により、

応募資格要件や募集手続きが簡素化されるとともに研修内容が改良された。平成１５年度

に行った新制度による募集では合計１１名の研修生が選考された。 

 

３．幅広い人材育成のための取り組み 

（１）インターンの受入（指標：インターンの受入人数） 

国際協力・開発援助に関わりの深い研究を行い、将来同分野において活躍することを希

望する大学院生等を対象に公募や大学との協定によりインターンの受入を行っている。平

成１４年度においては８９名であったが、募集広報の強化、受入先ポストの拡大等に努め

た結果、平成１５年度下半期の受入人数は３６人(通年では１１０人、対前年度比２４％

増)となった。 

（２）ＮＧＯ人材育成研修等の実施（指標：NGO 人材育成研修等の参加人数） 

 ＮＧＯの人材育成を支援するため、ＮＧＯ人材育成総合プログラムとして平成１５年度

には６種の研修等を実施した。プログラムへの参加人数は平成１４年度においては５１人

であったが、新規研修コースの開設や、募集広報の強化等に努めた結果、平成１５年度下

半期の実績は３２人(通年では５９人、対前年度比１６％増)となった。 

（３）大学との連携講座の実施（指標：大学との連携講座の実施状況） 

平成１５年度はこれまで要望のなかった大学や学部からも新規の依頼が増加しており、

平成１５年度下半期では４９件（平成１５年度の通年では７４件）の連携講座を実施した。
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独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 国際協力人材センターの体制整備状況 

・ 情報提供件数、情報提供制度の利用者数 

・ 専門家等登録件数 

・ 研修内容の見直しの実施状況 

・ インターンの受入人数 

・ NGO 人材育成研修等の参加人数 

・ 大学との連携講座の実施状況 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

国際協力人材センターの情報提供、専門家養成研修の見直し、インターン

の受入れ、ＮＧＯ人材育成研修等、いずれも数値にて実績があがっており、

全体として中期計画の実施に向けて「順調」な状況である。 

 今後、これらの事業の質の向上に一層努めるとともに、これら人材養成確

保事業の成果をいかにフィードバックするかについても配慮することが望ま

しい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.25 

大項目 ２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

中項目 （２）各事業毎の目標 

小項目 （ト）附帯業務（法第１３条第１項第７号） 

  開発途上国による案件形成及び政府による案件選定に資するため、政府開発援助大

綱、政府開発援助に関する中期政策、国別援助計画等、政府の開発援助政策・指針に

基づいて所要の調査・研究に努める他、重要な援助課題についても調査・研究を行う。

業務実績 （１）プロジェクト形成調査等の実施状況 

 機構は開発途上国による案件形成及び政府による案件選定に資するため、平成１５年度

下半期には２３件（通年４３件）のプロジェクト形成調査を派遣した。地域別の内訳は、

アフリカ・中東地域で５件（通年１１件）、ＡＳＥＡＮで８件（通年１２）、中南米その他

で１０件（通年２０件）となっている。また、日本から調査団を派遣せずに現地コンサル

タント等による調査を行う在外プロジェクト形成調査を３０件（通年４１件）実施した他、

案件形成を目的とした特定域内ワークショップを１１回（通年１２回）開催した。 

以上のような短期的な調査では対応が困難な各国の開発重点分野のより詳細な分析や案

件形成支援等を行うため、各重点分野に精通した人材を企画調査員として派遣するととも

に、現地事情に精通した現地人材を在外専門調整員として活用している。 

 こうしたプロジェクト形成調査等により、個々の案件の形成を支援したのみならず、こ

れを通じて得られた情報や分析結果を、機構の国別事業実施計画における開発の方向性や

協力の考え方の整理、更には、政府の国別援助計画の策定等に反映させることにより、案

件形成・案件選定の総合的な向上に貢献した。 

（２）調査研究等の実施状況 

 平成１５年度（通年）には、調査研究は２４件実施した。その内訳は、事業経験のレビ

ューと援助手法の改善（７件）、国別・地域別及び分野・課題別の援助戦略（１２件）、開

発理論・援助潮流の整理と検討（５件）となっている。また、客員研究員に委嘱して行う

研究は１４件、各事業部が必要に応じて行う調査研究は１８件実施した。 

調査研究の成果の活用度を測るため、６件の調査研究について報告書の主要ユーザーに

よる有用性調査を試行的に実施した。この結果、関係実務者により概ねよく活用されてい

ることが判明したとともに、今後の改善策についても明らかになった。また、機構全体の

調査研究の方向性の総合調整、質の向上、成果の共有等を図る調整メカニズムとして、調

査研究調整委員会を開催した。 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・プロジェクト形成調査及び調査研究等の実施状況 
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評定 評価 

 

Ｂ 

プロジェクト形成調査や調査研究を積極的に行っており、報告書の有用性

についても把握に努めるなど、全体として中期計画の実施に向けて「おおむ

ね順調」な状況である。開発途上国による案件形成や政府による案件選定に

資するための活動が進展している。 

 今後、調査業務の質を一層向上させ、国際的発信力を高めることが望まし

い。また、記述言語等、調査研究の成果が活用されるための取り組み状況も

示していくことを期待する。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.26 

大項目 ３．予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画 

中項目 （１） 予算（人件費の見積を含む。） 別表１ 

（２） 収支計画 別表２ 

（３） 資金計画 別表３ 

小項目 （１） 予算（人件費の見積を含む。） 別表１ 

運営費交付金を充当して行う業務については、「２．業務運営の効率化に関する事

項」で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営

を行う。（以下、略） 

（２） 収支計画 別表２ 

寄附金収入、施設利用料等の自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行

により適切な財務内容の実現を図る。 

● 固定経費節減のため、国内外の施設・事務所のあり方について見直しを行う。 

（３） 資金計画 別表３ 

融資事業における債権の回収を適切に行うよう努める。 

業務実績 １．予算、収支計画、資金計画に関する実績 

（１）予算 

平成 １５年度下半期予算については、事業団時代の予算科目による積み上げ方式に

より決定したものを機構の新予算科目に組替え決定した。 

 別表１の通り 

                  

（２）収支             

別表２の通り           

 

（３）資金計画 

別表３の通り 

 

２．寄附金収入、自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行の実績 

寄附金については、寄付金等と寄贈品等に分類した上で、実施要領案を策定した。その

中で、受付の基準、承認手順、会計処理等の必要事項を定めた。 

自己収入のうち、施設利用料収入については、計画額に対し５百万円の増、通年ベース

では平成１４年度実績に対し、５０百万円の増となっている。これは、横浜センターが平

成１５年度から本格稼動したことによる。また、自己収入の確保のため施設利用の向上を

図るべく、貸付の対象、貸付基準、貸付料の算定方法、貸付要件等の必要事項を含む不動

産等の一時使用の運用方針（案）を策定した。 

固定経費の削減については、事務所借料（△３６百万円）、公用車経費（△９百万円）、

パソコン経費（△５１百万円）等の削減を実施した。 
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予算の効率的執行については、長期専門家の新規派遣人数の削減、専門家手当て等の合

理化、研修員滞在経費の削減、機材調達経費の削減等に取り組んだ。 

なお、運営費交付金債務の残額については、１０，３７７百万円となっており、その内

訳としては、以下の通りである。 

契約済みで支払いが翌年度になるもの       ７，３３８百万円 ① 

前渡金                     ２，１８２百万円 

平成１５年度人事院勧告による給与の不使用額      ３５４百万円 

退職手当の不使用額                  ３３５百万円 

計画済みのもので実施が翌年度になるもの        １２０百万円 ② 

リース債務（旧法人契約の元本返済分）          ２８百万円 

たな卸し資産、前払費用、仮払金             １６百万円   

このうち、繰越し（①、②の合計、コンサルタント契約、機材調達等）は７，４５８百

万円で､平成１４年度の同実績（６，８０６百万円）より増加した。これは、１５年度は

半期（６ヶ月）ずつという短期間での執行が影響し、契約が遅れ気味となったことが原因

である。 

 

３．国内外の施設・事務所のあり方にかかる見直し実績 

（１）国内機関 

 国内機関あり方調査については、全１９機関（広尾訓練研修センター含む）を対象に訪

問調査を行った結果、効果的・効率的な実施体制・機能についての改善案を第一次調査結

果としてとりまとめた（詳細については、「７．施設・設備に関する計画」に別掲）。今後、

平成１６年８月までに全調査を完了させる予定。 

 

（２）在外機関 

 在外事務所等のあり方については、在外強化の観点から、選択と集中により、適切な人

員、機能の配分等を検討中である。 

 

４．融資事業における債権回収の実績 

（1）開発投融資 

 貸付金元本及び利息の回収を実施した。 

 回収額は計画額と比較し３１６百万円の増となった。 

 

1） 回収額                            （単位：百万円）
 計画額 実績額 差額 

元金 875 1,191 316

利息 152 151 0

合計 1,027 1,343 316

 2）差額発生の理由 

  元金：2案件について、償還期間を繰上げ一括償還されたため。 

  利息：元金の繰上げ償還に伴い貸付総額が減少したため。 



 

 71

 

（2）移住関係 

  

 移住融資債権及び入植地割賦債権の元本及び利息等の回収を実施した。 

 回収額は計画額と比較し３６百万円の減となった。 

 

 

1）回収額                            （単位：百万円）

 計画額 実績額 差額 

元金 314 298 △14

利息 51 29 △21

合計 364 328 △36

 2）差額発生の理由 

元本：年度前半に約定日が多く回収が集中したため、後半は計画より若干下回った。

利息：履行期限内に弁済されなかった債権については、内部規程により弁済充当順

序を変更し、元本優先充当を行ったため、計画を下回った。 

 

注：上記各表は、端数処理の関係で合計と一致しない場合があります。 

  

独立行政法人からの説明等を受け、委員の協議により判定する。 評定方法 

 ・寄附金収入、自己収入の確保、固定経費の節減、予算の効率的執行の実績 

・（国内外の施設・事務所のあり方にかかる）見直し実績 

・債権回収の実績 

評定 評価 

 

Ｂ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

繰越金が１４年度に比べて増えているが、寄付金収入及び自己収入の確保に関

する制度整備や債権回収等については計画に沿って進捗しており、全体として中

期計画の実施に向けて「おおむね順調」な状況である。 

繰越金の是非については、適切な繰越しと不適切な繰越しの概念を踏まえて整

理することが必要である。また、寄付金収入については、ＮＧＯ等との競合に配

慮しながら取り組むことが重要である。 

今後、施設・設備のあり方については、８月に予定されている調査完了後に速

やかに具体策を示す必要があろう。同様に、在外事務所のあり方についても「選

択と集中による適切な人事」がコスト面で機構にどのような効果をもたらすかに

示していくことが求められる。さらに、融資事業については債権回収の責任部署

の明確化と回収目標を明示していくことが重要である。 

 

 



別表1

平 成 １５ 年 度　 決 算 報 告 書
（平成15年10月1日～平成16年3月31日）

（単位：百万円）
区分 年度計画 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 94,291 94,291 0 
受託収入 3,068 2,766 △300 注１
開発投融資貸付利息収入 152 151 △0 
入植地割賦利息収入 3 7 4 
移住投融資貸付金利息収入 48 22 △25 
その他収入 1,456 1,601 145 

うち施設利用収入 1,276 1,281 5 
　　寄附金 0 0 △0 
　　雑収入 180 320 140 注２

施設整備資金より受入 615 274 △340 
計 99,633 99,115 △516 

支出

一般管理費 6,048 6,071 △24 
うち人件費 4,151 4,230 △79 注３
　　物件費 1,897 1,841 55 

業務経費 88,424 80,250 8,173 注４
うち国・課題別事業計画関係費     2,847 3,344 △496 
　　技術協力プロジェクト関係費 52,454 46,615 5,838 
　　無償資金協力関係費 3,811 2,574 1,236 
　　国民参加型協力関係費 15,794 14,791 1,001 
　　海外移住関係費 354 350 3 
　　災害援助等協力関係費 437 322 114 
　　人材養成確保関係費 1,830 1,759 70 
　　事業評価関係費 473 407 65 
　　事業附帯関係費 3,164 3,505 △342 
　　国内機関関係費 2,068 2,048 18 
　　在外事務所関係費 5,192 4,529 663 

施設整備費 615 274 340 注５
受託経費 3,068 1,518 1,549 注６
業務支援経費 1,478 1,319 158 

うち施設運営費 1,276 1,280 △4 
　　民間協力特別支援費 202 38 163 注７

計 99,633 89,434 10,197 

端数処理の関係で、合計と一致しない場合があります。

予算額と決算額との差異説明
注１　経済産業省からの受託収入が減ったため。
注２　予算段階では見積もれない過年度経費の戻し入れがあったため。
注３　予算段階で、本部の人数を削減し、在外へのシフトを計画していたが、本部の人数を急激に削減する
      ことは困難であったため。
注４　人件費の残額（平成16年度に充当）、契約済みで支払いが翌年度になるもの等が差額として計上され
      ている。
　　　なお、内訳の差額については、当初予定していた執行配分の見直しを行ったため。
注５　研修、訓練時期と工事全体期間との関係から実施を延期したものがあるため。
注６　相手国等の事情により計画に変更が生じたため。
注７　事業未実施分があるため。
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別表２

(単位：百万円）

経常費用  
業務費  

国･課題別事業計画関係費 3,269  
技術協力プロジェクト関係費 44,703  
無償資金協力関係費 2,125  
国民参加型協力関係費 14,773  
海外移住関係費 345  
災害援助等協力関係費 350  
人材養成確保関係費 1,756  
事業評価関係費 407  
事業附帯関係費 3,491  
国内機関関係費 2,017  
在外事務所関係費 4,476  
業務支援経費 1,319  
交付金等事業費 1,234  
受託経費 2,540  

（うち人件費） (4,428)  
減価償却費 1  

一般管理費  
一般管理費 6,112  

（うち人件費） (4,230)  
財務費用  

支払利息 1  
外国為替差損 199  
雑損 30  

経常費用合計  89,159
 

経常収益  
運営費交付金収益 83,782  
政府交付金収入 1,293  
受託収入 2,540  
開発投融資収入 148  
入植地事業収入 0  
移住投融資収入 29  
施設利用収入 1,062  
貸倒引当金戻入 216  
資産見返運営費交付金戻入 1 
財務収益  

受取利息 11  
雑益 399  

経常収益合計  89,485
　　経常利益 326

 
臨時損失  

固定資産売却損 0  
臨時損失合計  0

 
臨時利益  

固定資産売却益 0  
臨時利益合計  0

 
当期純利益 326
当期総利益  326

 

損　  　益　  　計　    算　  　書
(平成１５年１０月１日～平成１６年３月３１日）

73



別表３

キャッシュ・フロー計算書
（平成１５年１０月１日～平成１６年３月３１日）

(単位：百万円)

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

貸付金利息収入 173

入植地事業収入 8

　利息収入 0

　割賦元金 8

受託事業収入 2,758

運営費交付金収入 94,291

施設利用収入 1,071

人件費支出 △ 8,658

事業支出 △ 73,062

業務支援費支出 △ 1,092

受託経費支出 △ 1,635

その他の業務支出 △ 2,231

小　計 11,623

利息の受取額 11

利息の支払額 △ 1

業務活動によるキャッシュ・フロー 11,632

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 405

固定資産の売却による収入 3

貸付けによる支出 △ 376

貸付金の回収による収入 1,497

譲渡性預金の取得による支出 △ 26,600

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 25,880

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 28

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 28

Ⅳ　現金及び預金に係る換算差額 △ 9

Ⅴ　現金及び預金の増加額 △ 14,286

Ⅵ　現金及び預金期首残高 19,912

Ⅶ　現金及び預金期末残高 5,625
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.27 

大項目 ４．短期借入金の限度額 

中項目  

小項目    410 億円 

理由：国からの運営費交付金の受け入れ等が 3 ヶ月程度遅延した場合における職員への人

の遅配及び事業費の支払い遅延を回避するため。 

業務実績 実績なし 

評定方法 独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定 評価 

 

― 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

短期借入金の実績がないため、評定対象外とした。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.28 

大項目 ５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

中項目  

小項目   ドミニカ共和国サント・ドミンゴ学生寮土地・建物（在外移住事業関係資産）及びアル

ゼンチン国園芸総合試験場建物・施設の処分を計画 

業務実績 ドミニカ共和国サント・ドミンゴ学生寮土地・建物については、売却に向けて準備中。

 

アルゼンチン国園芸総合試験場（建物、施設）については、現在実施中の技術協力が終

了する平成１６年１２月に先方に譲渡する方向で検討しており、平成１６年３月に終了時

評価調査団を派遣した際に相手側（ＩＮＴＡ)の受入体制の確認を行った。 

 

評定方法 独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

予定どおり準備を進めており、全体として中期計画の実施に向けて「順調」

な状況である。 

 今後、相手側との協議結果、そして、予定譲渡金額と帳簿価額を示すこと

が望ましい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.29 

大項目 ６．剰余金の使途 

中項目  

小項目   剰余金が発生した際の使途は、中期計画の達成状況を見つつ、事業の改善・質の向上に

資する業務及び施設・設備の整備に充てることとする。 

業務実績 実績なし 

評定方法 独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定 評価 

 

― 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

剰余金の実績がないため、評定対象外とした。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.30 

大項目 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

中項目 （１）施設・設備に関する計画 

小項目  業務実施上の必要性及び既存の施設の老朽化等に対応するため施設・設備の整備改修等

を計画的に行う。さらに、業務の適切な実施のため及び運営・利用の効率化のために、全

国内機関を対象とした総合的あり方調査（１年以内に実施）を実施する。 

 

平成１５年度から平成１８年度の施設・設備の整備に関する計画（単位：百万円） 

        施設・設備の内容       財源           予定額

       中部国際センター建替え   施設整備資金        2,118 

       身障者対応施設整備     施設整備資金         200  

       既存施設改修        施設整備資金        3,214 

       計             施設整備資金        5,532 

業務実績 （１）平成１５年度の施設・設備の整備に関する実績 

 平成１５年度下半期については、身障者対応施設整備、既存施設改修として６１５百万

円規模の事業を予定していたが、研修、訓練時期と工事全体期間との関係から、一部工事

を平成１６年度の実施に変更したことから、実績は３０８百万円となった。 

 

（２）国内機関総合的あり方調査に関する実績 

 国民等の協力活動の推進の観点から機構の国内拠点としての国内機関の重要性はます

ます高まっている。しかし、国内機関の立地条件や施設の老朽化、地域的な配置バランス、

また機構の事業形態の変化に伴う国内機関の位置づけなど、効率的・効果的な経営に向け

た見直しを図る必要があり、全国内機関を対象とした総合的あり方調査を実施した。 

 平成１５年１０月より内部の検討委員会による調査方針・内容の検討を行い、平成１６

年１月より国内１９機関並びに県・市の担当部署、国際交流協会、大学等教育機関等を対

象に訪問調査を実施した。平成１６年３月末までに、各機関の課題の抽出を行い、効率的・

合理的な実施体制・機能についての改善案を第一次調査結果としてとりまとめた。今後、

平成１６年８月までに全調査を完了させる予定。 

 

国内機関総合的あり方調査の調査内容は次のとおり。 

１）今後の研修、国民参加協力事業等将来の機構の事業動向予測を行い、それに基づい

た国内機関の拠点としてのあり方を抜本的に検討する。 

・研修事業、青年海外協力隊事業、国民参加事業等の事業動向の把握と分析 

・日本国内における地域ごとの特性、比較優位分析 

・上記に対応するための拠点のあるべき機能（立地、規模、施設の内容）の検討 

２）既存施設の立地環境、事業実施状況、利用状況等分析を行い、建設、老朽化に伴う

修繕等が計画されている施設の改廃を含めた現有施設の効率的・効果的な施設運営の全
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体計画を策定する。その結果を踏まえて平成１６年度以降の見直し計画を策定する。 

・施設活用、運営の現状分析（利用状況及び収支分析等） 

・効率的施設運営の検討（規模、宿泊施設及びセミナー室等最適配置、ボランティ

アの研修機能、利用率向上策、収支改善等） 

・施設運営、整備に対する中長期的基本方針の提言 

・施設ごとの具体的見直し計画提言 

 

 

評定方法 独立行政法人からの検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定

する。 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

 施設・設備の整備に関しては、利用時期と工事期間との関係から工事を繰

り延べることで全体計画を見直した。また、国内機関を対象とした総合的あ

り方調査については、８月に調査が終了する予定で成果も期待されているこ

とから、全体として中期計画の実施に向けて「順調」な状況といえる。 

 今後の工事実施の繰り延べにおいては利用者のニーズを十分に踏まえるこ

とへの検証も加える必要がある。また来年度には、調査結果を受けて運営・

利用の効率化、施設のあり方などについての計画を迅速に策定し、具体的な

達成目標を示すことを求めたい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.31 

大項目 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

中項目 （２）人事に関する計画 

小項目 （イ）方針 

    効果的かつ効率的な業務運営のため、人員の適性配置により業務運営の効率化を図

る。また、業務内容の高度化及び専門化に対応するため、職員への研修、資格取得等

の促進を通じた職員の資質向上を図る。具体的には、 

●的確な勤務成績の評価を行い、仕事の難易度と役割の重要性を反映した処遇を実現

することで、職員の意欲を更に引き出すとともに、業務内容の質的向上と効率化を

図りうる適材適所の人事配置を行う。 

●業務内容の高度化及び専門化に対応するため、国際機関への出向、専門家としての

活用も含め、プロジェクトマネジメント能力の強化及び開発課題に関する知見の深

化、並びに語学も含めたコミュニケーション能力涵養を目的とした研修又は機会を

提供し、国際協力のプロフェッショナルとしての能力開発に努める。 

業務実績 １．勤務成績の評価の実績並びに適材適所の人事配置の実績 

（１）勤務成績の評価の実績（指標：勤務成績の評価の実績） 

平成１５年度下半期には人事制度を抜本的に見直し、職員の人材像と求められる能力を

明確にした上で、資格・昇格制度、給与・退職金制度、人事評価制度から成る新しい人事

制度案を策定した。新人事評価制度では、職員の能力開発・人材育成並びに勤務成績に応

じた適正な処遇の実現を目指しており、それと緊密に関連する資格・昇格制度、給与・退

職金制度についても大幅な改革を行った。新制度については、職員への説明会を実施済み

であり、１６年度から導入する。 

また、従来の評価制度をより適切に実施するため、平成１５年度には管理職対象の目標

設定及び評価者研修を実施し、これにより１４年度までに登用された管理職はほぼ全員が

研修を受講した。 

 

（２）適材適所の人事配置の実績（指標：適材適所の人事配置の実績） 

新人事制度の検討において、３８歳程度で到達するべき基準人材モデルを「援助マネジ

メントのプロフェッショナル」と定義し、事業を的確に遂行するために必要なマネジメン

ト能力と、「国・地域」や「課題・分野」に関する専門能力とに区分してそれぞれの要件

を明確化した。基準モデル人材の定義にもとづいて、本部勤務、在外勤務の時期、研修機

会の充実などを考慮した初期ローテーションの基本型を整理した。 

また、現場のニーズを確実に捉え、効果的・効率的な事業を実施していくために、より

多くの人員を在外へシフトするための職員配置シミュレーションを行い、本部、国内、在

外の配置人数を修正するとともに、１６年４月から実施する組織機構の改編及びチーム制

度導入に向けた異動計画を策定し適材適所の配置に努めた。 
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２．職員の能力開発（指標：職員の能力開発の実績） 

１６年度導入予定の新人事制度案を踏まえた、職員の能力開発のあり方及び職員研修体

系にかかる検討を行い、人材育成計画案として整理した。 

既存の「階層別研修」「専門研修」「語学研修」について、内容の見直しと研修機会の増

大に努めた。具体的には、専門研修の内容の多様化と事業部のニーズに応じた内容設定に

努め、他方、費用対効果が低いと思われた全管理職対象の講義形式の研修を取りやめるな

ど、成果重視の研修プログラムを充実させることができた。また、国際機関との人事交流、

省庁との人事交流、職員の専門家としての派遣など、実務を通じた職員の能力開発の機会

を提供した。 

 

  ＜職員研修実施実績＞      （単位：人） 

           １４年度実績   １５年度実績 

   階層別研修         ４１４           ２４８ 

   専門研修       １，４９４         １，５８８ 

   語学研修           １７０           １７５     

   （合計）        ２，０７８         ２，０１１   

 

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・勤務成績の評価の実績 

・適材適所の人事配置の実績 

・職員の能力開発の実績 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

勤務成績を処遇に反映し、かつ、職員の意欲をサポートする新人事制度を

決定したことは重要な改革であり、また、基準モデル人材の初期ローテーシ

ョンの基本型が整理されるなど、全体として中期計画の実施に向けて「順調」

な状況である。 

今後は新人事制度の運用実績や効果の把握が課題となってくる。また、内

部で確保すべきマネジメント能力以外の専門性についても検討し、能力開発

のあり方を改善していくことが望ましい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.32 

大項目 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

中項目 （２）人事に関する計画 

小項目 （ロ）人員に係る指標 

  期末の常勤職員数を期初の 3人減とする。 

(参考１) 

  期初の常勤職員数 1,329 人 

  期末の常勤職員数 1,326 人 

(参考２) 

  中期目標期間中の人件費総額見込み 54,925 百万円 

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職

者給与、技術協力派遣職員給与、法定福利費及び児童手当拠出金に相当する範囲の費

用である。 

業務実績  平成１５年度末の常勤職員数は１，３２３名となった。(３月３１日で定年退職となる

職員を含む。) 

 また、平成１５年度(独立行政法人化後)の人件費は、 

 

   予算額     ７，９２１，０６６千円      

 

 に対し、 

 

   支出実績額   ７，４８３，１１５千円 

 

 を支出した。 

評定方法 独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

平成１５年度末の常勤職員数、及び平成１５年度下半期の人件費ともに、

概ね予定どおり進行しており、全体として中期計画の実施に向けて「順調」

といえる。 

  今後、現場強化などの事業運営の見直しや業務の外部委託などの方策と人

件費総額との関係についても示していく必要がある。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.33 

大項目 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

中項目 （３）その他中期目標を達成するために必要な事項 

小項目 （イ）監査の充実 

外部監査の実施等監査の充実を図り、適正な業務運営を図る。 

業務実績 １．会計監査人による監査 

会計監査人（新日本監査法人）による監査を、平成１５年度下半期の差引簿及び科目台

帳を対象に、平成１６年１～３月に実施した。また、平成１５年度決算監査については、

平成１６年６月上旬を予定している。 

 

２．内部監査 

内部監査は、理事長直轄の組織である業務監査室が、本部、国内機関、在外機関（プロ

ジェクト等の協力活動現場を含む）の全組織を監査対象とし、書面監査及び実地監査を行

っている。監査の種類は 1）年間計画書に基づいて実施する定期業務監査及び定期会計監

査、2）課題別監査、3）フォロー監査、4）随時監査（抜き打ち監査含む）である。監査

結果の報告は直接理事長に行い、関係部署に対しその改善を指示しその内容について取り

まとめた報告書を全部署に配布し、再発防止、未然防止への注意喚起を図っている。 

平成１５年度下半期には、以下の監査を実施した。 

本部：１４部署を対象とした会計監査、業務監査 

在外：３在外機関及び 1プロジェクトを対象とした業務監査、会計監査 

国内：６国内機関を対象とした業務監査、会計監査（うち２機関は抜き打ち監査） 

 また、独法化に伴い新会計規程に沿った監査調書の改定を行った。 

 

３．調達方法に関する監査 

在外事務所における契約の現状とあり方をテーマに、公認会計士による調査を行った。

調査は、在外事務所における供与機材の高額購入契約及び研修・調査実施等の高額役務契

約に係る現行マニュアルの精査及び在外機関での実態について、４在外機関を対象に実施

した。公認会計士により監査手法の改善に向けて提言を受け、今後監査のマニュアルの改

善を図ると共に、関係部署に対し改善指導を行い質の向上を図っていく。 

 

４．無償資金協力事業に係る技術的監査 

無償資金協力事業が適正に行われているか否かを確認するために、平成１５年度末まで

に完工する４案件を対象に、第三者（技術系コンサルタント）による技術的監査を実施し

た。当該事業が契約（技術仕様、設計図書）に合致して完成しているか否か、設計変更等

がなされている場合、適切な手続きが取られていたか否かについて調査を行った。その結

果、全案件について無償資金協力ガイドラインに則って事業が適正に実施されていること

が確認された。 
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独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・外部監査の実施等監査の充実と監査体制の整備の実績 

評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

在外事務所における調達方法や無償資金協力の施工管理に関し、外部者に

よる監査を積極的に実施したほか、効果的な内部監査の実施及び監査体制の

整備・強化に向けて着実に進んでおり、全体として中期計画の実施に向けて

「順調」な状況である。 

今後、報告書の内容と結果の活用法を明確にし、具体的な改善成果を示し

ていくことが望ましい。 
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独立行政法人国際協力機構の平成１５年度の業務実績に関する項目別評価シート 

No.34 

大項目 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

中項目 （３）その他中期目標を達成するために必要な事項 

小項目 （ロ）各年度の業績評価 

各年度の業績に関し、外部有識者を含めて法人内部で評価を行い、業務運営に反映させる。

業務実績 年度計画に基づき執行された各事項の業績について、外部有識者を含めて内部で評価を

行い、その結果を以降の業務運営に反映させる体制を確立するため、平成１５年度下半期

には以下のことに取り組んだ。 

 

１．組織体制の整備 

総務部に業績評価の専管部署を設置するとともに、機構内部での業績評価・報告等にか

かる審議を行うため、「業績評価委員会」を設置した。同委員会委員長が委員会における

検討結果につき、理事会に報告することによって、業務運営に反映させる組織的仕組みが

整った。なお、内部での審議の過程への外部有識者の参画により自己評価の質の向上と客

観性の担保を図るため、外部有識者の参画の仕組みや人選などについて検討し、１５年度

業績報告の検討から外部有識者の参画を得ることとした。 

（参考） 

   業績評価委員会の構成員：総務部関係業務担当理事、同副担当理事、理事長室長、

総務部長、人事部長、経理部長、企画・調整部長 

 

２．業務運営への反映のための仕組み作り 

法人としての年度計画や業績評価の結果を業務運営に反映させるため、組織運営や人事

評価と連動させるための基盤を整えた。具体的には、機構の年度計画の達成を各部署の業

務運営と連動させるため「部署別年間業務計画」を導入し、担当理事の下、各部署が責任

をもって年度計画等の所管事項に取り組む仕組みを整備した。また、１６年度から導入す

る新人事評価制度では、部長の人事評価（課題遂行度）を部署別年間業務計画の達成度と

関連づけたものとした。 

 

３．機構内部への制度の周知と業績情報の共有化 

年度計画の策定から進捗管理、実績報告に至る業績評価の一連の流れを各部署と共有す

るデータベースを使って行える仕組みを整備し、業務実績報告に必要な情報が確実に蓄積

されるようにした。また、中期目標・中期計画にもとづく業務実績評価の仕組みについて

職員が理解を深められるよう機構としての業績監理・評価マニュアルを策定し配付した。

 

独立行政法人から検討状況・実施状況についての説明等を受け、委員の協議により判定す

る。 

評定方法 

 ・ 内部評価の実施と評価結果に関する業務運営への反映状況 
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評定 評価 

 

Ａ 

（評定の決定理由及び指摘事項等） 

業務実績の報告と業務運営への反映のための仕組みが整えられ、全体とし

て中期計画の実施に向けて「順調」な状況といえる。 

 今後、業績評価委員会の実効性や業務運営への反映状況等の成果について

注視していく必要がある。また、評価の重要性やアカウンタビリティーの必

要性にも鑑み、広報部門との連携も含めた一層の制度の充実を望みたい。 

 
 




